










































ICSUの広範なメンバーネ ッ トワークは 、科学研究と政策立案の国際フォーラム とな っている。









国 際 極 年2007-2008の枠 組 み
製 作:|CSUIPY2007-2008計画 グル ー プ
ク リス ・ラ ブ リー(議 長),ロ ビ ン ・ベ ル(副 議 長),イ ア ン ・ア リ ソ ン,
ロ バ ー ト ・バ イ ドシ ェ ー ドラ ー,ジ ノ ・カ サ ッ サ,ス テ ィ ー ブ ン ・チ ョー ン,ジ ェ ラ ル ド ・ジ ュ ギ ー ジ ュ ア イ メ,
ウ ラ ジ ミル ・コ ト リ ャ コ フ,マ イ ケ ル ・クー ン,オ ラ フ ・オ ー ハ イ ム,
プ レ ム ・チ ャ ン ド ・パ ン デ ー,ハ ン ネ ・キ ャ ス リ ン ・ ピー タ ー ソ ン,ヘ ン ク ・シ ャ ー ク,






国 際 極 年2007-2008のコ ンセ プ ト
革
理論的木艮拠
ビジ ョン IPY2007-2008が与 え うる影 響
IPY2007-2008の目 標
IPY2007-2008プロ ジ ェ ク トの特 性
極地域の環境の現状を判定す る
極地域 にお ける過去 と現在の 自然環境 お よび社 会の変化 を定量化 し,理 解 す
る。 また,将 来の変化 に対す る予測 を向上 させ る12
1.7.3テー マ3極 地域 とそれ以外の地球上地域のあ らゆ る規模の連係 お よび相互作 用 と,
それ らの連係 を支配す るプロセス に関す る我われの理解 を前進 させ る13
1.7.4テー マ4極 地域 における科学の フロンテ ィア を調査す る14





























































2007～2008年における極地環境 の状況 を確定す るための,一 連の総観的多領域観測























IPY2007-2008デー タ管 理 の具 体 的 なね らい
IPY2007-2008のた め の デ ー タ管 理 戦 略 デー タ方 針 ・管 理 小 委 員 会
lPY2007-2008デー タ ・情 報 サ ー ビス
IPY2007-2008プロジ ェ ク トに対 す る デー タ管 理 要 件
メタデー タ
デー タのアーカイ ビングと配布
























3.3.4一 般 市 民
3.3.5意 思 決 定 者




3.41PY2007-2008の教 育 ・ア ウ トリー チ ・コ ミュニ ケ ー シ ョ ンの取 り組 み の調 整





















lPY後援者 と してのICSUおよびWMOの 役害1」
IPY2007-2008の参 加 者
|PY2007-2008の資 金 調 達











lPY2007-2008国別 委 員 会 の役 害1」
その他の機関の役害1」
lPYの 内 容 認 定 プ ロ セ ス




4.6.51PY活 動 の 認 定
4.6.6
4.6.7
IPY2007-2008活動 の認 定基 準(科 学,実 行 可能 性,デ ー タ,ア ウ トリー チ,教 育)… …










iPY国際計画 グルー プのメ ンバー
IPY2007-2008計画 グル ー プの 委 託 事 項







極地域 は地球 システムの不可欠な一部であ る。気候 システムの ヒー トシンクと して,極 地域 は地球上 の どこか
で起 こる変化 に応え もすれ ば,推 進 もす る。その域 内には,極 な らで はの科学的 に有利な位置だ けでな く,知 識
の最先端(フ ロ ンテ ィア)も 存在 している。
しか し,極 はその遠 さと苛酷な 自然 ゆえ に,依 然 と して十分な研究がな されな いままにな ってい る。最 近の技
術 の進歩が新たな科学的可能性 を提供 し,人 類 にとって環境 に対す る知識 と理解の必要 は増す一方の状況 にあ る
中,極 地科学 における大 きな進歩の達成 に向け,世 界各国が協調 してイニ シアテ ィブを とる機 はまさに熟 してい
る。
こ ういった理 由か ら,国 際科学会議(ICSU)は国際極年(IPY)2007-2008の開催 を主導す ることを決定 した。
主導 の方法 と して,　ICSUはIPY計画 グルー プ(PG)を結成 し,IPY2007-2008科学計画 および実施戦略の策定を
任 じた。
この報告書 は,　PGの取 り組 みの成果 である。ベー スになっているのは,個 人,IPY2007-2008に参加す るか ま
た は支持表明 した40を 超 える政府 および非政府組織,そ してこれ まで設置 された32のIPY国別委員会 および国
内連絡 窓口から提供 され た,提 案や意見で ある。 さらにまた,あ らゆる科学分野 を網羅 した十数回の国際会議 に
おける議論や討論,一 連 の 「タウ ン」 ミーテ ィ ング,そ してIPY国別委員会 および様 々な関係極地組織の代表が
出席 したICSU主催 による2回 のデ ィス カッシ ョン ・フォー ラムの結果で もあ る。
総計す る と,1PY2007-2008の科 学的内容 について490以上 の 「アイデ ア」が寄せ られている。これ らのアイデ
アは,IPY2007-2008のウェブサイ1・　(www.ipy.Org)　を通 じて世界 中の科学界が入手で きるようにな っている。
ウェブサイ トへ のア クセス数 は,現 在1日 平均2,000件にのぼ る。 この文書 の初期バ ージ ョンは12,000部以上が
ダウ ンロー ドされ,IPY2007-2008の計画 を説 明 したパ ワーポ イ ン トによるプ レゼ ンテー シ ョンの ダウ ンロー ド
は3,000部を超え ている。
IPY2007-2008の基本 コ ンセ プ トは,国 際協調 による,学 際的 な,地 球 の極地域 に焦点 を絞 った科学研究 ・観測
を一気 に集 中 して行 うことである。1PYの公式観測期間 は,2007年3月か ら2009年3月までであ る。地理的 に主
に注 目す るのは地球 の高緯度地域 だが,極 のプ ロセスまたは現象 の理解 に関連す るあ らゆる地域 に対 しても,研
究 は奨励 され る。
|PYの狙 いは,世 界 各国の知 的資 源 と科 学資産 を利用 して,極 の知識 と理解 に大 きな前進 をもた らす と同時 に,
新 たな,ま たは強化 され た観測 のシステム,施 設,イ ンフラの遺産 を残す ことである。 そ しておそら く最 も重要
な遺産 は,新 しい世代 の極地科 学者 およびエ ンジニアに加 え,極 地 の居住者,学 童,全 世界 の一般市民,意 思決
定者 か らの並 々な らぬ 関心 と参加 である といえるだろ う。
[PYの6つの研究テーマ は,以 下の ように定義 され ている。
1.状 況　(Status)　　　極地域 の環境 の現状 を判定す る。
2.変 化　(Change)　　　極地域 における過去 および現在 の自然環境 と社会 の変化 を定量化 し,理 解 す る。 ま
た,将 来 の変化 に対す る予測 を向上 させ る。
3.地 球 の連係(Global　Llnkages)　　 極地域 と地球上 のその他 の地域 との連係 お よび相互作 用 と,そ れ らを支




これ らのテーマを追求 す る中で,
の大幅な進歩 を達成 しようと してい る。IPY2007-2008の狙 いは,新 規 または強化 された観測 のシステム,施 設 お
よびイ ンフラ,地 球数値 シ ミュ レー ター,研 究ネ ッ トワー クにカロえ,IPY2007-2008が生 み出すデー タと情報 への
これ まで類 を見 ない ほどのア クセス とい う遺産 を残 す ことであ る。
6大テーマ に取 り組むた めに,6つ の学際的観 測戦 略が提示 されてい る。
1.将 来 の変化 を識 別す るベース ライ ンを確立す るため に,総 観 的な一連 の多領域観 測を行い,2007-2008年に
お ける極地環境 の状況 を確定す ることが提 案 されてい る。
2.極 地 におけ る過去 ・現在 ・将来 の変化 を定量化 し理解 す るため には,極 環境 にお ける変 化を支配す る因子
を理解 しな けれ ばな らな い。よって,こ の因子の理解 に必要なベ ンチマー クデー タセ ッ トを手 に入れ るため
ニュー フ 〔〕ンティア(New　FrOntlers)　　 極地域 にお ける科 学の最 先端を調 査す る。
有利 な位置　(Vantage　POInt)　　　極地域な らで はの有利な位置 を利用 し,地球 の内側 か ら太陽 およびその向
こうの宇 宙 まで観測所 を開発 し,強 化 する。
人的側 面(トluman　Dimension)　　 極付近 の人間社会 の持続 可能性 を形 づ くる文化 ・歴史 ・社会 プ ロセスを
調査 し,そ れ らが地球 の文化 的多様性 と市 民性 に果 たす独 自の貢献 を特 定す る。













極地域 は,教 え学ぶ とい うことに関 して他 にはな い背景を提供 し,幅 広 く多様なオーデ ィエ ンスを引 きつ ける
ことができる。教育,ア ウ トリーチ,メ デ ィア との コ ミュニケー ションは,IPY2007-2008活動1つ1つ の不可欠
な構成要素 とならな けれ ばな らな い し,極 年 プロジェク トにとって必須の部分 にもな る。活動 によって は,地 球
環境 の総観測定 などのように範囲が地球規模 にお よぶ ものや,小 学校 カ リキ ュラム に組み込 まれた教育活動の よ
うに国内に焦点 を絞 った もの もあ る。
lPYが成 功を収 めるためには,効 率的な コ ミュニケー シ ョンを促進 し,優秀 な人材 を引き寄せ,既 存 の極 地組織
を有効利用す る,し っか りした組織 構造が必要 であ る。IPY2007-2008の中核参加者 とな るのは,研 究者 の 自己組
織 グルー プ,そ の親組織,極 地域の研究 とモニ タ リングで一定の役割 を担 う既存 の団体,並 び にそれ らの団体 の
協会で ある。IPY2007-2008の各 プ ロジ ェク1・にはプ ロジェ ク ト運営委員会(PSC)が設 けられ,詳 細 な計 画,科
学の実行 と報告,デ ー タ,お よび教 育活動 に責任を担 うことにな る。 国別委員会 は,国 レベルの参力ロと支援 を調
整す る。極地域 にお ける国際イニ シアテ ィブの調整 または支援 のため に設 立 された既存 の国際団体 も,政 府 と非
政府 を問わず,IPY2007-2008にとって重 要な意 味を もつ。 組織 間で取決 めを結 べば,既 存機 関の努 力,資 金提
供,影 響力 を想像力 に富む費 用効果 の 高い方法 で利 用 してIPYの実施 に役立 てなが ら,同 時 にまたその機関 が
lPYに関与す る ことで得 られ る独 自の利益 も満た し,現在 の活動 も支障な く続 け られ るとい う可能性 が存在 する。
ICSUと世界気象機関(WMO)に よって設 置 され るIPY共同委員会(JC)は,国 際 プログラム オフィス(IPO)
のサポー トを受 けなが ら,国 際極年2007-2008の全体 的な科 学計画,調 整,ガ イダ ンスお よび監督 を担 当する。
諮問 フォー ラム(CF)は,IPY2007-2008の幅広 い利害 関係者 間の対話手段 と,IPY2007-2008の進展 についてJC
を導 く手段 を提 供す る。
共同委員会 は,少 な くとも2つ の小 委員会 を設置 する。 すでに認定 されているのは,教 育 ・アウ トリーチ ・コ
ミュニケー シ ョン(EOC)委員会 と,デ ータ方針 ・管理(DPM)委 員会であ る。　DPM委員会 は,IPY2007-2008の
デー タを管理す る上 で フル タイムの専門的 データ ・情報ユ.ニッ1・を補 う必要 があ るだ ろ う。IPY2007-2008が成
功す るため には,メ タデータの標準 とガイ ドライ ンだけでな く,自 由でオープ ンなデー タ交換 も,デ ー タ関連 の
重 要な問題 にな る。IPY2007-2008の支持 するすべてのプ ロジ ェク トとそれぞれの参加者 は,　IPYデー タ情報管理
方針 に同意 し,プ ロジェ ク ト情報(メ タデータ)と デー タを,合 意 したスケジュール に合 わせ て提 出 しなけれ ば
な らない。
極地 ロジステ ィクスの計画 には時 間が足 りないため,次 にとるべ き最 も差 し迫 った ステ ップは,　|CSUとWMO
によ る,IPY2007-2008科学活動 に対す る意思表明の募集 ということにな る。この募集 に対す る提 出期限 は,2005
年1月14日 である。 したが ってPGは,こ の募集 と,採 用す るプ ロセ スに関す る'b青報 を研究 団体 に提供す る こと
を,緊 急 を要す る事項 と して進 めるよ う勧告す る。
??
科 学 計 画
1.1国 際極 年2007-2008のコ ンセ プ ト
国際極年(IPY)2007-2008のコンセプ トは,国 際協
調 による,学 際的な,地 球 の極地域 に焦点 を絞 った科
学研 究 ・観 測を一気 に集中 して行お うとい うものであ
る。
研 究 は,以 下 の6つ の テー マ に取 り組 む こ とにな
る。
1.状 況　(Status)　　　極 地域 の環 境の現 状を判 定す
る。
2.変 化　(Change)　　　 極地域 にお ける過 去 および
現 在 の 自然環境 と社会 の変 化 を定 量化 し,理 解
す る。また,将 来 の変化 に対 す る予 測を向上 させ
る。
3.地 球 の連係(GlObai　Linkages)　　 極地域 と地球
上 の その他 の地域 との連係 お よび相互 作用 と,
それ らを支配す る プロセス につ いて,あ らゆ る
尺度 か ら理解 を深め る。
4.ニ ュー フロンテ ィア(New　FrOntiers)　　 極地域
にお ける科 学の最先端 を調査 する。
5.有 利な位置(Vantage　Point)　　　極地域 な らでは
の有利 な位 置 を利 用 し,地 球 の 内側 か ら太陽 お
よび その向 こ うの宇宙 まで観測所 を開発 し,強
化 す る。
6.人 的側 面(Human　DjmensiOn)　　 極付近 の人間
社 会 の持続 可能性 を形づ くる文化 ・歴 史 ・社 会
プ ロセ スを調査 し,そ れ らが地 球 の文化 的多様
性 と市 民性 に果 たす独 自の貢献 を特定 する。
これ らのテーマ を追 求す る中で,IPY2007-2008は
技術 とロジステ ィクスの新 たな能力 を利 用 し,知 識 と
理解 の大 幅な進歩 を達成 しよ うと している。IPY2007
-2008の狙 いは,新 規 または強化 された観 測のシステ
ム,施 設 およびイ ンフラ,地 球数値 シ ミュ レーター,
研 究ネ ッ トワー クに加 え,IPY2007-2008が生み 出す
データ と情報へ の これ まで類 を見 ないほ どのア クセス
とい う遺産 を残 す ことである。主要 な 目標 は,次 世代
の研究者 およびエ ンジニアを引 きつけて育成 し,極 地
居住者や世界 中の学童,一 般市 民および意思決定者 の
関心 を とらえて関与 を獲得 す ることである。
lPYの公 式 観 測期 間 は,2007年3月か ら2009年3
月 までである。地理 的に主 に注 目す るのは地球 の高緯
度地域 だが,極 のプ ロセス または現象 の理解 に関連 す
るあ らゆ る地域 に対 して も,研 究は奨励 され る。
1.2沿 革
極地域 に関す る初 の国際協調研 究は,世 界気象機 関
(WMO)の前 身であ る国際気象機 関(IMO)によって約
125年前 に行 わ れ た。 この 第1回 国 際 極 年(1882-
1883)の学術的 目標 は,1カ 国で対応 で きる能力を超
えた地球 物理 現象 に取 り組 む ことだ った。12カ日が
15回の探検旅行を行 い(北 極 に13回,環 南極 島1與群
に2回),結 果 と して重要な科学的進歩を もた ら し,新
しい地形 の探査 を行 うことがで きた。第1回IPYは,
科 学の領域 にお ける国際協力 の先例 を作 った。
第2回IPYは,や は りIMOの後援 によって,1932～
1933年に行われた。 この回は,気 象 学,磁 気学,大 気
科 学におけ る有意 義な進歩 と,電 離層現象 の理解 をも
た ら した。世界 恐慌 によ る経 済 的制約 にもか かわ ら
ず,40カ国が参力口した。
1957～1958年の国際地球観測年(IGY)は,国 際科
学会議(ICSU)とWMOが 共 同で後援 し,67カ日を集
め て第 二次 大戦 中 に開発 され た多 くの技 術 を利 用 し
た。　IGYの業績 は多す ぎて挙 げきれな いが,代 表 的な
もの と して は地球 を取 り巻 くバ ンア レン放 射 帯の発
見,南 極 の氷塊 の大 きさを初 めて推定,大 陸移動理論
の確認 な どがあ る。　IGYは地政 学的に少 な くとも1つ
の大 きな前進 を遂 げた。 南極条約 システムである。冷
戦 の まっただ中 に行われ たIGYは,政 治 および経済的
に この ような厳 しい時代 にあって も,世 界 中の科学者
たちは人類 の向上 のために一致協力 できる とい うこと
を実証 した。
1.3理論 的根拠
極地 域 は,地 球 シ ステム の不可 欠 な構成 要素 で あ
る。極地域 は,全 球気候,海 水準,生 物地球化学的循
環,生 態 系,そ して人間の活動 と連係 している。 こう
した連係 を通 じて,地 球 の高緯度地域 はあ らゆる場所
における変化 に応 え,変 化 を増幅 し,推 進す る。人間
が地球 に ます ます打撃 を与 えている時代,そ して人間
の状態 が地球 変動 か らます ます 影響 を受 け る時代 に
あっては,極 地域 は特 に重要 であ り,今 日的 な意味 を
もつ。
新 たな技術力 は,極 地科学 に大 きな進歩 をもた らす
可能性 を提供 する。例 えば,衛 星遠隔探査,極 限状態
の寒 さや暗 闇の中で操作 が可能 な自律 的機器 およびプ
ラ ッ トフ ォーム,高 帯域全球通信 システム,高 出力数
値地球 システムシ ミュ レーターなどである。 これ らの
技術 を利 用 して著 しい科 学進歩 を達成す る機 は熟 して
いる。
しか しなが ら,極 地研究 がい どむ挑戦 の範 囲 と規模
は,個 々の国や伝統 的な学術領域 の能力 の範 囲を超 え
ている。 多国籍 かつ多領域 の極地研究活動 を刺激 し,
調整 す る団体 は数 多 くあるが,現 在 の進展ペ ースは,
持続 可能 な経済発 展を支 え るための基本情報 を政策立
案者 に提供 する差 し迫ったニーズを満 た していない。
lPYは,刺激 を与 えて努力 を一気 に集 中させ,ま たそ
れを導 くことによって進歩 を加速 し,必 要 とされ る政
策 に関す る解 答を提供 す ることを 目指 している。
よ り一般的 には,IPY2007-2008の理論 的根拠 は以
下の ように要約す ることがで きる。
● なぜ国際なのか?
一 極 プロセスの範囲は国境 を超 えて広 がる。




国際協調 アプ ローチ は,限 られた資源 や資産 の費
用対効果 と利用を最大 限 に高め る。
IPY2007-2008によって生 まれ る新 たな知識 と理
解 は,全 世界 に関連 す るもの にな る。
なぜ極 なのか?
極地域 は活動 的で密接 に関連 した地球 の構成要素
であ る。
極 地域 では重要 な変化 が起 こりつつある。
極地域 は地球 システム の過去 の行動 に関す る独 自
の情報 を保 有 してい る。
極 地域(特 に北極)は 経済 および地政 学的にその重
要性 を増 してい る。
極地域 はその苛酷 な条件 と遠隔 さゆえ に,中 ・低
緯 度地域 に比べて科 学的調査 が阻害 され てきた。
極 地域 にお ける使 用可能 な観測 システムを再建 し,
強化 す る必要がある。
極地域 は多様 な地象 および宇 宙現象 を研 究す る う
えで,独 自の有利 な位 置を提供 で きる。
なぜ 「年」 なのか?
協調 した努力 を一 気 に集 中 させ る ことによ り,知
識 と理解 の進歩 を加速 させ る。
期 間を確定 した極 の 「スナ ップシ ョッ ト」は,過 去
お よび将来 のデー タセ ッ トとの比較 にお ける変化
を検知 して理解す るため に不 可欠なベ ンチマー ク
とな る。
(長い)1年 とい う期間 は,両 極地域 において季節
周期 を通 じた観 測の機会 を提供 する。
なぜ2007～2008年か?
過去 のIPYおよびIGYの記念 すべ き年度 に当た る
ため,期 限が確定 され る。
今 まさ に起 こってい る変化 の情報 を捕 らえ る差 し
迫った必要 がある。
準 備期 間が あ る程 度 とれ るた め,技 術 と ロ ジス
テ ィクスにお ける進歩 を利 用 して,新 しい問題点
に取 り組 み,新 たな地域 にア クセスす る ことが で
きる。
1.4ビ ジ ョンIPY2007-2008が 与 え う る影 響
IPY2007-2008は,科学界の 内に力強 く脈打 つ熱意
とエネル ギーを開拓 してきた。 このことはある部分,
IGYの独倉1」性 に富んだ性質 が広 く認知 された ことにも
由来す る。　IGYは,地球 および宇宙科学 のや り方 を根
本 か ら変 え,当 初 の探査や研究 を終 えて以降 もその影
響 はず っ と残 った。1957～58年のIGYおよび その前




一2008が目指 しているの は,以 前 は行 けなかった とこ
ろに行 き,以 前 した ことのない方 法でデータを集 め,
以前 は存在 していなかった ところに監視 システムを設
置 す る機会 を科 学者 たちに提供 する ことである。 そ う
す れば,ブ レー クスルーや洞察 は自ず とついて くるだ
ろ う。
[〕ジスティ クス能力 と資金 には限界 があるが,極 地
科 学界 の イノベー シ ョン,創 造性,そ して想像力 に限
界 はない。極地科 学における重要 かつ永続 的な進歩 を
果 たす ための舞台 は整 った。|PYがなけれ ば生 まれ に
くいイニシアティブを加速 する ことも含 め,新 しい研
究 の アイ デ ア や方 法 を育 成 す る こ とは,IPY2007-
2008の意図す ることころであ る。
lPY2007-2008に集 団的 に注 意 を集 中す る こ とに
よって,世 界 の注 目は極地域 に集 ま り始 めている。 こ
の機会 は,あ らゆる分野 の人 び とに,極 地域が地球上
のあ らゆる人に とって数多 くの面 で重要 である ことを
強 く認識 させ る有 り余 るほどの可能性 を もっている。
若者 が刺激 を受けて科 学的 または技術 的な職業 に就 く
気 になった り,極 地域 の重要性や,密 接 に関連す る気
候 と文化 のシステ ムの一部 として極地域が果 たす管理
者 の役 目を十分 に意識す るよ うになれ ば,そ れ はIPY
2007-2008の永続的な影響 とな るだ ろう。
全 く予定外 の,　IPY公式期 間終 了後 になって初 めて
明 らかになる利益 も,お そ ら くあ るだ ろう。IPY2007-
2008後の時代 の極地科学 は大い に強化 され,向 上 して
いる ことが予測 され ている。既存 および新規 のデー タ
を調査す る ことで新鮮 なアイデアが芽 を出 し,新 たな
知識 を得 た研究者 はそれ をも とに極地域 および我 われ
の世界 に関す る新 たな発見 をす る ことになる。将来最
も重 要 にな るの は,こ の最 後 に述 べ た遺 産 一－IPY
2007-2008の間 に訓練 され夢 中になった新 世代 の極地
科 学者 たち である。
1.51PY2007-2008の 目 標
ICSU執行委 員会 は,2003年6月にIPY2007-2008
計画 グルー プ(PG)を 設置 した。　PGの委任事項 は付
録1に 記載 してい る。　PGは世界 の研究界 に広 く助言
を求 め,そ れ らの助言 と独 自の見 地 に基づいて,　IPY
2007-2008の目標 を以下の ように定義 した。
lPY2007-2008は,それがな けれ ば行われ な いよ う
な極地域 における質 の高い研究活動 と観測 を,集 中的
に国際協調 によって展開す るキャ ンペー ンとす る。学
際 性 を 強調 し,社 会 科 学 を積 極 的 に盛 り込 む。　IPY
2007-2008は,極地域の 自然 と行動,そ して地球 の機
能 におけるその役害|」に関す る知識 と理解 を,科 学的 に
大 き く進歩 させ るため の基礎 を敷 くことを意図 してい
る。
カロえ て,IPY2007-2008は,観測地点,施 設 およびシ
ステム という遺産 を残 し,継 続的な極地研究 とモニ タ
リングを支え る際 に役立 てる。極年 は研究 の国際協調
を高め,極 地域 における国際提携 および協力 を強化す
ることにな る。現在,両 極 は地球 システムの主要 な要
素で あ ると理 解 され て い るこ とか ら,IPY2007-2008
のプ ログラムは南北両極地域 とその全球 的相互作 用を
取 り上 げな くてはな らない。
この地球 理解 の構築 に とって学際的研究 は必須 であ
るため,　IPYはさまざ まな領域 の研究者 を結 びつけ,
個 々の学問領域 の範囲を超 えた疑 問や 問題 に取 り組 ま
せ る。IPY2007-2008のプ ログラムは,極 地域 の)1犬況
と行動 に関する広範 囲におよぶ サ ンプル,デ ー タ,情
報 を収集 し,将 来 および過去 との比較資料 にす る とと
もに,旧Y2007-2008のもとで収集 された デー タは,
オープ ンかつ時宜 にか なったや り方 で利用可能な もの
にす る。 さ らにまた,関 連す る歴史的デー タの回収 を
強化す る無類 の機会 を提供す るとともに,そ れ らもま
たオー プ ンに利用可能 にす ることを確証す る。
|PY2007-2008のプ ロジェ ク トは,新 しい世代 の極
地研究者,エ ンジニ ア,ロ ジステ ィクスの専門家を引
きつ け,巻 き込み,育 成す るだ けでな く,極 地研究 と
モニ タ リングの 目的 と価値 につ いて,世 界中の学童,
一般市民 および意思決定者の意識,興 味そ して理解を
確保 しな けれ ばな らな い。既存お よび新 しい潜在 的資
金源を もとに,極 年の一部 と して策定 され るプ 〔⊃ジェ
ク トは,利 用で きる極観 測 システム,ロ ジステ ィクス
資産お よびイ ンフラを最 も効果 的 に活 用 し,新 たな技
術お よび ロジステ ィクス能力を開発 し,強 化 しなけれ
ばな らない。
1.61PY2007-2008プロ ジ ェク トの特 性
lPY2007-2008の活動 は,通 常 の科学資金調 達 に関
して行われ る標準 ピア レビュープ ロセスによる判 断を
受 け,我 われの理解 を大幅 に前進 させ る可能性 をとも
なった,質 の高い科 学になる ことが見込 まれ ている。
加 えて,　PGはIPY2007-2008活動の特性 を以 下 の
よ うに定 義 した。
1.南 北 いずれか また は両方 の極 地域 と,可 能な場
合 はその全球的関連性 を扱 う。
2.|PYの1つ 以上 のテーマ内で,重 要な進歩を果た
す可能性 をもつ。
3.主 と してIPYの時 間枠 内で行 われ る,時 間制 約
型 の一気集中 による科学活動であ る。
4.国 際協力 および協調 に貢献す る。
5.IPY2007-2008の時間枠 内で,ロ ジステ ィクス的
および技術的 に実行可能であ る。
6.従 来の イニ シアテ ィブお よび計 画 との重複 また
は分裂を避 ける。
7.デ ー タへ のオー プ ンで時宜 にかな った ア クセス
を提供 し,　IPYのデー タ ・tli青報の長期的管 理を促
す。
8.ガ イ ドライ ンに適 宜 したが い,倫 理 お よび環境
面 に注意を払 う。
9.利 用可能 な ロジスティ クス資産 を適 宜最大 限 に
有効利用す る。
10.若 い科 学者,技 術 お よび ロジステ ィ クスの専 門
家 に対す る役割 と責務 を明確 に含 む。
11.具体的 なアウ トリー チ活動 を含む。








継続的 な極 地研究 お よびモ ニ タ リングを支え る
デ ー タ,観 測 のサイ ト ・施 設 ・システム とい う
遺産 を残 し,将来 の世代 に価値 を提供 する。関連
す る場合 には,既存 の,ま た は予定 された活動を
土 台にす る とともに,そ の活 動 に価 値 を付加 す
る。
学際的 なア プロー チ,ま た は学 際的統合 の可能
性 を組み込む。
フィール ドサイ トへ の国際的 ア クセス を容 易 に
す る。
極 地研究 にお ける各 国の よ り幅広 い関与 を促 す
触媒 とな る。
訓練 お よび能力構築 に取 り組 む。
幅広 い国際活動 の範囲 内で地域奨 学金の機会 を
提供 す る。
一般市民に情報 が容 易に伝達 がで きる。
1.71Py2007-2008の テ ー マ
極 地 科 学 界 か らの広 範 な 提 案 によ り,IPY2007-
2008の6つの科学テーマが策定 されてい る。これ らの
テーマ は,IPY2007-2008を構成す る科学活動 の枠組
みを提供す る ことを意図 している。
各 テーマ は以下 に提示 す る。IPY2007-2008の活動
が大 き く貢献す ると思われ る主要な関連問題 もい くつ
か付記 している。
1.7.1テー マ1極 地域 の環境 の現状 を判定す る
以前の国際極年お よび国際地球 観測年 は,世 界 の科
学界を結集 し,極 地域 と極 プロセスの統合的評価 を得
た。今 日,極 地域で生 じて いる急 速な環境 変化 は,世
界的分岐の度を増 して いる。 極地域 の環境 状況 につい
て十分計画を練 った通報観 測を行えば,貴 重なベ ンチ
マー クと して世界 の科 学者 お よび意思決定者 の役 に立
つだ ろう。 結果 と して,IPY2007-2008の主要 な成果
のひ とつは,極 地域 にお ける今 の 自然 お よび人間環境
を文書化 し,そ の空間的かつ短期 的変動 を定量化 す る
とともに,現 在のプ ロセスを特性付 けることになる。
極地域 の 自然 お よび人間環境 と,そ の短期 的変動 を
特性 付 けるに当たっては,以 下のよ うな問題 を取 り上
げる。
1.高 緯 度の海洋 ・大気 ・氷 システ ムの現 在の構成
お よび循環 パ ター ンはど うな ってい るのか。 ま
た,高 緯度循環 を駆動 す る相互 作用 プ ロセ スは
なにか。
2.極 地居住者 の人 ロ統計,衛 生 ・教育条件,言 語,
経 済,イ ンフ ラへ のア クセ スな どの現状 はど う
なっているのか。また,そ れ らは地域 および時間
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的 に どの よ うに変動す るの か。現代 の社会結 合
の要因 と,極 地科学者 にとっての価値 はな にか。
極地生 態系の構造 と機能 は,空 間お よび時間 に
よって どのよ うに変動 し,そ の変動 の どれ くら
いが人為的原因 によるものなのか。
人 間社会 は,極地域 の現在 の 自然環境 と,またそ
の空間的 お よび時 間的変動 と,ど の よ うに相互
作 用 しているのか。
このテーマでは,両 極 の最新 の環境状況 をとらえ,
現在 の空間変動 を記録す る通報観測 を行 うため に,統
合 した学 際的計 画 を立 て る必 要 があ る。 この計 画 に
は,物 理 学,生 物 学,社 会 学を統合 した観測 プ ログラ
ムを含 まな ければな らない。 このよ うな総観的 で多領
域 にわたる観 測の実現 には,社 会調査,氷 床,陸 地,
海洋の トラ ンセ ク ト,年 時系列測定 および傾度 のため
の観測ネ ッ トワー クの強化,ロ ボ ッ トおよび 自律型観
測 システム,衛 星観 測の利 用強化 がかかわって くる。
ターゲ ッ トとす る主要 な変数 およびプ ロセスには,
海氷の厚 さ分布 とその発達,海 洋循環 お よび成層,水
塊の変異,海 洋一大気一氷 の相互作用,棚 氷一海洋 の相互
作用,氷 床 と氷河のマスバ ランス,積 雪,極 水循環,
炭素 の貯蓄 と輸 出,物 理的お よび化 学的な力 に対 す る
生態系の反応な どを取 り上 げる。極地 生物 多様性 に関
す る問題解明 には,最 新のゲ ノム技術,機 能多様性 の
属性,様 々な規模 による空間的お よび時間的サ ンプ リ
ングに基づ く調査 をは じめ とす る,生 物多様性 調査 が
必要 である。極海洋生態系の構造 と機能を いっそ う理
解す るには,量 的食物網 のいっそ うの開発が必要 とさ
れ る。
極地居住者 の状況 に重点 を置 いた プログラム は,社
会観 測所 のネ ッ トワー ク,比 較ケー ススタデ ィ,社 会
的現 実のデータバ ンクが必要 になる。生理学,公 衆 ・
職業衛生,心 理社会 学に関す る観測 は,効 率的かつ革
新 的 な保 健 及 び遠 隔 医 療 技 術 を利 用 し,IPY2007-
2008の人 間健康 スナ ップシ ョッ ト 過去 お よび将
来 の研 究の レファ レンス とな る を提 供す るこ と
がで きる。社会環境 と自然環境 の相互作用,例 えば,
海氷 お よび水温 の変化 とともに生 じる,土 着民 の狩猟
や経 済的 に重要 な漁業へ の重大 な影響 は,こ のテー マ
の重要な構成要 素のひ とつである。
1.7.2テーマ2極 地域 における過去 と現在の 自
然環境および社 会の変化 を定量化 し,理解す る。また,
将来の変化 に対 する予 測を向上 させる
極地域の物理的 ・化 学的 ・生物 学的 ・社会 的プ ロセ
ス は,一 緒 にな って動 的な環境 過去 において大 き
く変化 した 自然環境 や,現 在急速 な変化 を遂 げつつあ
る社会環境 を生 み出す。IPY2007-2008の期 間中
に行われ る通報観測の解 釈の枠組 みを設 けるには,極
地域 にお ける自然環 境 と社会 の変化 を推進 す る要 因を
我われが もっと深 く理解 し,将 来の変化 を監視 して予
測す るため によ りよいシステムを開発 し,実 施 す る必
12
要 があ る。 極雪氷 圏 にお ける変化 と,そ の結果 地球 シ
ステム全体 に与え るイ ンパ ク トを決定付 ける物理 ・化
学的 プロセス と相互作 用 は,優 先的研究 ターゲ ッ トの
1つである。 さらにまた重要 なのは,極 地水循環 にお
けるプロセス,成 層圏 プロセス,そ して環 境変化の社
会経済的結果 と環境変化への フィー ドバ ックであ る。
我われの全体的な 目標 は,過 去の変化を定量化 し,現
在お よび進行中の変化 を理解 し,将 来の変化 を一定範
囲の時間 および空間尺度で監視 および予測す る能力 を
向上 させ ることであ る。






環境変化の定量化,監 視,理 解,予 測は,
な方法で行うことができる。例えば,歴 史 ・考古学 ・
古気候記録の回収,過 去の気候変動を支配 した物理的
要因の記録資料作成,再 分析および改善 したパラメー






















大気,雪 氷圏,水 圏,高 緯度海洋,生 態系,社 会
システム は極 地域で どの よ うに変 化 して いるの
か。
極地 の生物多様性 は,長 期 的気候 変動 にどう対
応 してきたか。
極地域 の環境変化 が もた らす社会経済 的結果 は
なにか。また,極 地 コ ミュニテ ィは変化 にど う対
応 し,互 いに影響 し合 っているか。
極地 の氷床 に対 す るマ スバ ラ ンスの変化 は,今
後100年で地球 の海水準 にどの ような影 響 を与
え るか。
過去 多数 の氷期 輪廻 に地球 はど う対応 してきた
か。また,極 地域 の冷却 を引 き起 こ した重大 な要
因はな にか?
さまざ ま
は,気 象学的な海洋 と海氷の再解析,極 地の天気 ・雪
氷圏 ・海洋 ・生態系 ・社会経済デー タの包括的デー タ
ベ ー スの照 合,雪 氷 圏 プ ロセ ス と極 地気 候 に おけ る
フィー ドバ ックに関す る研究 の強化,寒 冷地域の水循
環 のパ ラメー ター表示 があ る。IPY2007-2008の総観
的スナ ップシ ョッ ト(テーマ1)も,統 合モデル と,将
来 の変動 の予測能力 を向上 させ るため に必要な プロセ
スを理解す る上 で役立つ だろ う。
|PYの期間 中に極地 の 自然お よび社会環境 を観測す
るシステ ムを強化 させれ ば,変 化 を記録す ることに対
して長期的 な遺産 を残す はず である。 こう した システ
ム強化 と して は,IPY2007-2008に向 けてWMOが 提
案 した活 動 一一 極 地域 におけ る通報 気象観 測 を向上
させ,オ ゾ ン層 および温室効果 ガス とエ アロゾルのモ
ニタ リングを増やす(ボ ックス1参 照)と,極 海
洋 および水文観測 システ ムの確立が ある。
1.7.3テー マ3極 地域とそれ以外の地球上地域の
あらゆる規模の連係および相互作用 と,そ れ らの連係を
支配するプロセスに関する我われの理解を前進 させる
極地域 は しば しば世界の政 治地図か ら消 されてい る
が,特 に気候 システムを は じめ と して,極 地域 が地球
に与え る影響 は深淵 に して遠大であ る。極 地域 は,漁
場や鉱物な ど世界の主要な資源の一部を有 し,地 球温
暖化の もとで著 しい海面上昇を引 き起 こす ことの可能
な大量の氷の蓄積を抱え,人 為的二酸化炭 素の生成 を
緩和 す るか も しれ な い大 きな炭 素 シ ン クで あ り,ま
た,地 球の文化の多様性 に貢 献す る人び との故郷 で も
あ る。極地域が地球 の プロセス に影響 す るの と丁度同
じように,地球 のプロセス も両極 に影響を与 える。例え
ば,オ ゾンホールの形成,北 極 にお ける汚染 物質 の蓄
積,地 球衛星通信 の接続性が極地居住者 に与える影響,
世界 の価格差異が資源利用 に与える影響 などである。
IPY2007-2008の期間 中に行 う極 と地球 の連 係 に関
す る研究 は,以 下の ような問題 を扱 うと考 え られる。
1.極 地域 は,水 および炭素 の地球循環 にどの よ う
な役を演 じてい るのか。
2.極 地域 におけ る物理 ・化 学 ・生物 システム 間の
ボ ックス1
WMOに よるIPY2007-2008の共同後援
2003年5月に開かれ た第14回 世界 気象会議 にお
いて,　WMOは 幅広 い研究 目標 を達成 す る手段 と し
ての 国際極年 の コ ンセ プ トを承 認 した。 この活動
は,当 初 のICSUによるIPYの計画 に向 けた取 り組
み とは独立 した ものだ ったが,意 思の疎 通が速 やか
に確立 され,　ICSU計画 グル ー プの第2回 会合 にお
いて,　IPYに利害 を一本化 す る提案 がWMOに よっ
て行われた。 計画 グルー プは,こ の取決 めをICSU
執行 委員会 に勧告 し,同 委員会 が2004年2月に合
意 した後,2004年10月にICSU執行 委員会 に この
科 学 お よ び実 施 計 画 が 提 出 さ れ た の を 受 けて,
lCSUとWMOに よ っ て共 同 委 員会(IPY向け)が
設置 された。
この共 同後 援 に は,両 組 織 がIGYの生 み の親 で
あ る とい う歴 史 的事実 以外 にも,多 くの利点 が あ
る。　WMOは 多 くの国 にお いて有力 な国際科 学組織
であ り,　WMOの 是認 を受 けることは,そ の国の気
象 ・水文 学関係 当局や科 学者 のiPYへの関与 を大 い
に容易 にす る。　WMOの 政治構造 は多 くの国 の政 府
とつなが ってお り,　IPYを支える ことので きる共 同
資源を増 して いる。　WMOとICSUは,　WCRPをは
じめ,　IPYに適 した幅広 い プ〔コグラムを表 明 してい
る組織か らの後援 をすで に共有 してい る。
計画 に際 して,　WMOはIPYに とって最 優先 とな
る活動 をい くつか特 定 してい る。 それ らの活動 は,
と りわ けテーマ1,2,3と 関連 す るが,要 約 す ると
以下の ようにな る。
1.極 地域 にお ける「世界気 象監視全球観 測 システ

















気候 システム構成要素 と相互作用す る際の
フィー ドバ ックの役割 を取 り上 げた研究の増
強。
極地域 における現在の気候変動の評価を支援







以上 の よ うな 活動 にお け るWMOの 主要 な貢 献
は,IPY2007-2008期間中に,観 測の拡 大 と,極 地
域全体 を通 じた新 たな観測 ネ ッ トワー ク確立 の可能
性 を活用 する ことになる と期待 され ている。 このよ
うな強化 が行 われ る背景 には,　IPYに対 して,既 に
存 在 してい る もの を改善 し,失 われ た もの を回復
し,計 画 され てきた ものを拡大す る手段 である と同
時に,極 地域 の既存 プ ログラムを格下 げ した り減少




相互作 用は どのよ うな ものか。また,ど うすれ ば
それを よりうま くシ ミュレー シ ョンできるか。
極地 と地球全体 の両方 にお いて,自 然 の極 プ ロ
セスが人 間の社会環:境および生活 の質 にもた ら
す影響 はなにか。
資源 開発,世 界経済,世 界政治 に極地 の気候変動
が与 え る衝撃 はなにか。
太 陽変動 と,そ れ に対 す る磁気 圏,電 離圏,高 層
大気 の応答 は,極 地域 を通 じた下層大気気候,生
態系,環 境 とどの ように結合 して きたか。宇宙天
気 が技術 システ ム と現代社会 に与 える効果 はな
にか。
プログラムは,物 理 ・生物 ・社会 的連係 を含 む,極
と地球の連係 に関する我 われ の理解 を強化す る ことを
提 案 してい る。 こ う した問題 に取 り組 む活 動 と して
は,陸 海 の極地 生 態系 に おけ る炭 素 フ ラ ックスの測
定,極 地 気象 ・水文 ネ ッ トワー クの改善,気 候指数 お
よびデー タセ ッ トの解析,社 会経済調査,極 地居住者
の生活状 態の比較 ケースス タデ ィおよび調査,以 上 の
各要素の統合 を 目指 すモデ リング研究 がある。太陽地
球物理現 象の多 くは極 の近 くで最 もよい状態 で観察 さ
れ るため,そ のための観 測ネ ッ トワー クの拡大 が両極
地域で必要 とされ る。
ターゲ ッ トとすべ き重要 な現象 と しては,極 地域 に
影響を与え る多年気候変 動パ ター ン(例,北 大西洋振
動,南 半球環状モー ド)と,極 地域 か ら低緯度気候へ
の フィー ドバ ックの可能性 があ る。逆 に,低 緯度 の変
動パ ター ン(例,エ ルニーニ ョ南方振動)に よ る極環
境の強制 と,そ の ような強制 に対 する極海生 態系お よ
び炭素 フラックスの応答 も,調 査 を必要 とする。
IPY2007-2008の活動 は極地域 に焦点 を絞 ることに
な るが,極 と地球の連係 に対 す る理解 を深め るには,
全球 プ ログラム との調 整が 必要 とな る。極 外 の プ ロ
ジェ ク トは,極 プロセス と不可欠な結びつ きを有 す る
場合 には,　IPYの一部 となる こともある。 全球規模 で
はあ るが極地 の要素 も強 く併 せ持 つ 国際太陽 物理年
(IHY,ボックス2参 照)と,　IPYとの間 には,論 理 的な
関連があ る。既存の北極 関連 組織 と共同 し,全 体 的な
IPYの人的側 面のテーマ と,そ れ に役立つ観測 イニ シ
アテ ィブをさ らに発展 させ る ことも適切で あろ う。
1.7.4テー マ4-一 極 地 域 にお ける 科学 の フ ロ ン
テ ィアを調査す る
人間 は,数 千年前 に氷床が後退す るのにともない北
極 に住み始 めて以来,極 地域 を探査 し,地 球 のフ ロン
テ ィアを調査 してきた。 それ にもか かわ らず,我 われ
の知識 にギ ャ ップは残 り,極 地域で調査 しな けれ ばな
らない重要 な科学的課題が ある。極氷床 の下側 と氷 で
覆われ た海 の下 に関 しては,基 盤岩 と海底 は大部分が
未知 である。 同様 に,極 生態系 のパ ター ンと構造 もま
だ詳細 には地図化 され ていない し,大 規模な資源開発
利用が極地 の生物多様性 と社会 に与 える衝撃 につ いて
も信頼 に足 る予測 をす る ことはできない。今 日,極 地
域 における新 たな科学的 フロ ンテ ィアは,様 々な学 問
領域 の交差点 に位置 している。新 しい観測技術 を使 う
だけでな く,最 近 の計算能力 の圧倒的 な向上 を活用 し
て既存 デー タベ ー スを学 際的 クロス分 析 す る ことに
よっても,進 歩 を遂 げる ことが できる。
科学 のフ ロンティアにおけるIPYの研究努力 では,





極氷 の下 にある深海底 および地殻 の1土質,組 成,
地形 とは どのよ うなものか。また,固 体地球 は氷
床 の力学 に どの よ うな作 用を及 ぼすか。 また そ
の逆 はど うか。
南極 高原 の頂上 な ど,地 球表 面上 におけ る最極
限環境 の性質 はどのよ うなものか。
全体 的な極地生 態系のパ ター ンと構造 は どのよ
うな ものか。また,大 陸氷 の下側や極 の深海 中に
は,ど の よ うな生態系 の未知 の特 性が 隠 され て
いるだろ うか。
さ まざ まな極 限環 境 によって遺伝子 お よび機能
の多様性 は どのよ うに異 なるか。また,ど のよ う
な進化 に よって この差異 を支 えているのか。
過去 に大 きな,ま た は急激 な気候変動 が起 きた
期 間,南 北半球 間 の関連 はどの ような ものだ っ
たか。また,こ う した変動 の動 因 となったプ ロセ
ボ ックス2
国 際 太 陽 物 理 年 　(lnternational　He iophysical　Year　:　IHY)
国 際 地 球観 測年(|GY)が始 ま って か ら3カ 月
後,1957年10月4日 のスプー トニ ク打上 げは,宇
宙時代 の到来 を告 げた。宇 宙科学 は過去50年 で莫
大な進歩 を遂 げ,宇 宙か ら太 陽,惑 星 間媒体,地 球
の大 気 を 日常監視 して い る。2007年にIHYは,壮
観な隊を成す国際宇宙 ミッシ ョンか らの観 測を,太
陽地上観測所,地 上オー ロラ観 測所,ニ ュー トロン
監視観測,磁 界観 測所,電 離 層 ・気象 お よび他 の大
気観測所か らのデー タと調 整す る,他 に類 を見 ない
機会 を提供す ることにな ってい る。太 陽,太 陽圏,
地 圏および大気 の関連 するすべ ての現象 を幅広 くカ
バ ー した,先 例 のない同時観測 が得 られ る ことにな
る。 その結果得 られたデー タによ り,完 全 な太陽一
地球 システムの全球的研究 が可能 になるだろ う。極
地域 は,地 球 の中で も宇 宙観測 に とって重要 な地域
であ り,太 陽プ ロセスが気候変動 に与 える影響 を研
究 す る上 で も要注 意 の位 置 にあ る。 したが って,
IHYはIPY2007-2008にかな りの 関連 性 を もつわ け




6.極 地域 における大規模 な資源開発利用,工 業化,
イ ンフラ開発 によって誘発 され る,社 会変 化 の
性質 と程度 はどのよ うな もの にな るか。 また こ
れ らは,人 ロ統 計,経 済,社 会 の各傾 向間の関係
に どのよ うに影響 し,最 終的 には環境 に どのよ
うな衝撃 を与 えるだろ うか。
こう した問題 に取 り組 むには,多 種 多様 な活動 が必
要 とされ る。 南極 お よび グ リー ンラ ン ドの氷床下 にあ
る氷底 湖やその他 未知の地 形の物理探査 には,有 索無
人潜水 機や新型の迅速 ア クセス氷掘 削技術 を用い る,
最新の遠隔探査技 術な らび に航 空お よび地 上物 理探 査
を使 用 した ほ うが よい。海 洋 お よび陸上 生物調 査 に
は,最 新のゲ ノム法を用 いるのが望 ま しい。社 会科 学
活動 をサポー トす る道具 と しては,極 地周辺の人 口統
計 ・社会 ・経済デー タバ ンクを使用すべ きであ る。 ま
た,比 較研究を行 うことによって,さ まざまに異な る
政治 および社会経済的背景 例え ば,北 ア メ リカ極
圏 とロシア北方 一一 内 におけ る産業 開発 の社会 的影
響 を調査す ることもできる。
1.7.5テー マ5極 地域 な らではの有利な位置を,
地球 内部 から太陽 およびその向こうの宇宙 までに至 る
観測所 の開発 と強化 に利用す る
両極 は,地 球上 における独特 の位置 によって,多 様
なプ ロセスの理想 的な観測地点 となっている。太陽地
球現象,地 球 の内核 の回転 およびその磁気双極子 の強
さ,宇 宙線 の検 出,天 文 学および天体物理 学 といった
様 々なプ ロセスや現象 に対 する理解 を高める ことは,
南北 両極地域 か らの観測 に よって無類 の利益 を得 る。
学問領域 の異 なるい くつかの グループが,極 地域 を観
測 プラ ッ トフォーム と して使 用す る既存 のプ ログラム
や,か な り進 んだ計 画をそれぞれ有 してい る。 これ ら
は,数 力国が提 案 してい る新 しい極 地研 究ステー シ ョ
ンに対 す るより幅広 い科 学的テーマを発展 させ ること
への関心 によって補 われ る。
極地観 測で取 り上 げる問題 と しては,以 下の ような
ものがあ る。
1.中 立大気 は極 地域 の地 圏 とどのよ うに相互作 用
す るのか。 また その結果 は どの よ うな もの にな
るのか。
2.太 陽変動 は,中 層大気 の構造 と力学 にどの よう
な衝撃 を与 えるのか。
3.上 層大気 現象 と宇 宙天気 は,地 球の気候 お よび







以上の問題 点の中 には,解 決す るに当た り,太 陽,
惑星お よび恒星天文学 にお ける長期(6カ 月 まで)の
連続時系列観測が必要 にな るもの もあ る。太 陽観 測 に
関 して提 案 され てい る活 動 は総 じて単領 域 の ものだ
が,十 分 に練 られた コ ンセ プ トが反映 されて いる。 こ
れ らの活動 の一部 は,旧Y(ボ ックス2参 照)と 強 い関
連性 を もっている。
1.7.6テー マ6極 付近 の人間社 会の持続 可能性
を形 づ くる文化 ・歴史 ・社会 プ ロセスを調査 し,そ れ
らが地球 の文化 的多様性 と市民性 に果 たす独 自の貢献
を特 定する
現在 極 地域 に は,土 着 民 と最近 の移 民 を含 めて約
1,000～1,200万人 が生 活 して い る。極 地住 民 の福 祉
は,自 分 たちの環境 に対 す る彼 らの理解 と適応 に常 に
密接 に関わ ってお り,極 地社会 は,数 千年 にわた りそ
の環境の変化を形作 る因子 とな って きた。極地域 の歴
史,社 会,文 化的次 元 と,人 的お よび物 理的両面 にお
ける極地 の生活 状 態の複 雑 さ と多様 性 に対す る理解
は,か な り深 まっている。 しか し,すべての極地住 民,
特 に土着民 のパー トナー シップと参加,社 会 経済的発
展,統 治,文 化的生存能力,そ して人権 という問題 に
は,い まな お重要な欠陥が残 っている。 極地域 にお い
て,地 域規模か ら地球規模 を含め て人間 と環境が どの
よ うに相互作用 しているのか を探 るため には,学 問分
野別専 門家 から政策立案者や地域 コ ミュニテ ィまで幅
広 い後 援者 を巻 き込 ん だ,国 際協調 によ る研 究 プ ロ
ジェ ク トが必要 である。
極 システムにおける人 間 と環境 の相互作用 に対す る
理解 を高め るというIPY2007-2008の目標 にとって重










生態 系の社会政治 的状態 と健 康の変化 とい う面
に関 して,ど うすれ ば極地 環境 の 「好調(ウ ェル
ネス)」を調 べ ることがで きるか。
極地 域 における統 治方式 の効果 は これ まで どの
ような ものだ ったか。また,そ れ らの方式 は,多
岐 に分 かれ,急 速 に展 開す る文 化 および社会経
済 システム にどの ように対応 で きるか。
生態系,経 済,お よび文化 の多様性 の基本 的な連
係 を学際的 に理解 す るため に,ど の ような研 究
方法 が最 も適 して いるか。 こう した活 動 を形 づ
くる うえで,ど うすれ ば極地 住民 が もっと役 立
つ ことがで きるのか。 また,社 会科学,人 文科
学,芸 術 は,ど うすれ ばこの理解 を多様なオー
デ ィエ ンスに伝 えることがで きるか。
極地域 にお ける人間の健康 お よび医療 に関す る
主要 な 問題 点 はな にか。例え ば,病気 はど うや っ
て極地 コ ミュニティに運 ばれ,コ ミュニ ティの健
康 は環境変化 にどのよ うに影響 されるか,など。
極地域 の歴史研 究 および記録 は,現 代 の社会 お
よび文化 的問題 に対 す る理解 を どの ように高め
ることがで きるか。
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6.極 地社会 は,地 球 の文化的 多様 性 と全 世界 の土
着 民の政治状 態にどのよ うに貢献す るか。
IPY2007-2008は,過去 と現在 の人間環境 か ら得 た
データを調べ,北 極 と南極 において新た に生 まれ てい
る開発 のパ ラダイム を特定す るための,前 例のな い機
会 を提供す る。極地 の人間社会の脆弱性,回 復力,適
応性,お よび持続可能な開発の研究を,研 究者や専門
家 の国内および国際ネ ッ トワー クによって行 うべ きで
ある。社会科学 および人文科学 にお ける研 究 は,過 去
数十年で著 しく変化 してお り,現 在 では,極 地 の人び
とを科学的パー トナー と して研 究 に参加 させ るよ うに
な っている。研究手法 と しては,構 成 的および半構成
的イ ンタビュー法,ア ンケー ト調査,参 加観察,参 加
型研究ア プローチ,古 文書 および考古 学研究,談 話解
析,受 容理 論を含 む ことになる。
1957～1958年のIGYは,結 果 と して 国際的科 学 お
よび政治協定 に基づ く革新的な南極統治モデル を作成
した。IPY2007-2008はこれ に匹敵す るような,北 極
における国際科 学協調 をさらに進め,容 易 にす るため
の機会 を提供す ることがで きるだ ろう。
1.8新 しい観測 システム
IPY2007-2008の時 間枠 が限 られ て いるこ とか ら,
デー タ収集 に的 を定め,ロ ジステ ィクス資産 の調整 を
高め る可能性を活か した活動が奨励 され る。科 学界 か
ら提 出されたアイデアの多 くは,こ の重要1生を認識 し
て いた。学問領域 の異な るグループが,似 たよ うな活
動,サ ンプ リング戦 略,フ ィール ドプ ログラムを提案
す ることが しあ しばあった。 同時にマタ,い くつかの
国 内 グル ー プや,と もす れ ば異 な る多 国籍 グル ー プ
が,似 たよ うな活動 を提唱 していた。各 々の科学テー
マに取 り組 むために,さ まざまな観測 システ ムまた は
観測 プ ログラムが出できた。我われ は,我 われの考え
る多領域 に役立 つ観測 とい う観点が,専 門分野 に焦点
を合 わせ た グルー プを促 して,ど うすれ ば彼 らの観測
ニー ズをよ り学際的な もの に し,そ れ によって彼 らが
lPY2007-2008に対 してな し得 る貢献 の全 体的価値 を
増す ことがで きるかを検討 し,話 し合 うきっか けにな
れ ばと考え ている。同様 に,国 内お よび多国籍 の重複
す るグルー プが,　IPYの時間枠 内で達成 可能な効果 的
な学際的国際 プログラムを構築 で きれば とも願 ってい
る。現 代 に人類 が直面 している主要 な科 学的問題 の中
には,費 用効果 の高い観測 ネ ッ トワー クに対す る長期
資金 が確保 されなければ適切 に対処 できないものもあ
る。 したがって,IPY2007-2008の主要 な貢献 の1つ
は,観 測 の統合 と解釈 に取 り組む科学 を同時 にともな
いつつ,一 連 の最新観測技術の開発 と試験の枠組みの
役 を果 たす ことだ と言え よう。
前 述 の科 学的テ ーマ に役立 つ新 た な観 測 シス テム
を,以 下 に提示す る。 この統 合が刺激 とな り,次 の レ
ベルの議論,討 論,計 画を促 す ことが望 まれている。
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1.8.12007～2008年における極地環境 の状況 を確定
す るた めの,一 連の総観的多領域観測
この一連 の総観 的多領域 観測 は,IPY2007-2008の
期間中 に極地環境の状況を確定 し,今 後の世代 に将来
の変化のベ ンチマー クを提供 し,最 近 の変化 に対 す る
我われの理解 を さらに進 め ることを 目標 と している。
これ らの活動 には,協 調 による極地 トラ ンセ ク ト,隔
絶地域 での計 測器 の配 置,衛 星 デー タの収集,変 化す
る極地 環境 の記 録 の収 集が含 まれ る。 プ ログラム は
lPY2007-2008向けに考案 され ているため,強 いイ ン
パ ク トを もち,プ ログラムの焦点 にプラスになる学際
的活動 について,絶 えず検討 しなけれ ばならない。例
えば,海 洋 観測 船 その他 の船 か らの 鳥類 観察 を奨 励
し,既 存 のデー タセ ッ トとの比較 に必要なデー タを提
供す るとともに,時 間 にともな う多様性の変動 を研究
す る基礎 と して役 立 て る ことは有益 で あ ろ う。 同様
に,　IPYプロジェク トで利用す る船か ら便宜的な展開
をす るとすれ ば,連 続 プランク トン記録(極 地域周囲
の海洋上層 プランク トンを包括的 にカバーす るため)
とシングル ビームお よびマルチ ビーム音響測深機(海
洋地質 学研 究のためお よび海洋 モデ リング用の海底形
状の定義のため)で 行 うことがで きるだ ろ う。地質 学,
氷 河学,地 球物 理学,大 気,お よび生物 学的デー タ収
集を よりうま く統合 するためには,提 案 されている氷
床 トラバースの間 に,多 領域測定 を行 うべ きである。
雪氷圏 は,地球 システムの重要 な要素 のひ とつで あ
りなが ら,おそ ら く最 もサ ンプ リングが不足 して いる
部分 だろ う。雪氷圏観測 の調整 を改善 し,研究界や現業
予報 および気候予報界 で必要 とされ ているデー タと情
報 の生 成 を改善 す るた め には,何らかの枠組み が必要
である。特 に必要 とす るのは,い)降 水 と堆積の完全な
実態 を提供で きる,有効 な遠 隔探査 と地 上雪氷圏 の現
場観測,GD海 氷特性の包括的観測,(iii)氷床,氷冠,氷
河 に対す る大幅 に強化 された監視 システムであ る。
船,航 空機,ト ラバース車両でサポー トす る国際協
調 フィール ドトランセ ク トは,　IPYにとって最 も重要
な測定戦 略のひ とつであ る。 これ らは,海 洋生物 のセ
ンサス調査 や極地生物 の遺伝子 多様性 に関心 を もつ生
物 学者 か ら,極 海氷 お よび水塊 の状況 に関心 を持 つ海
洋 学者,両 極 におけ る後氷期 の反動 に関心 を持 つ測地
学者 まで,幅 広 い学問分野 の科 学者 によって提案 され
た。両極圏比較生物研究 も また,苛 酷 な気候条件 が,
特 に部分的 に孤立 した極地環境 において,生 物 と生態
系 の両 レベル でどのよ うに生命 を形づ くってきたか に
つ いて,理 解 を大幅 に向上 させ る見込みが 高い。多 く
の グルー プが,極 地生態系の基準観測 を確立す るよう
主張 した。 これ は,ト ランセ ク トに沿 って極地生物多
様性 をマ ッ ピングす るコンセ プ トを補 うものであ る。
い くつかの グルー プは,重 点 目標 を定めた国際協調 に
よる大気 お よび海洋 トランセ ク トを設 け,気 候,生 態
系お よびその相互作 用の時間 ・空間変動 を記録 す るこ
とを提 案 した。極海 で必要 とされ るプ ログラムは,物
理的,生 態学,お よび生物地球化学的特性 を含め た極
付近 の海洋環境 のスナ ップシ ョッ トを提供 し,極 付近
の海氷 の体積(広 さ と厚 さ)を 初 めて年周期 を通 じて
測定 し,氷 下 の海洋循環,水 塊特性 および生物分布 を
観測 するプ ログラムである。 自律海 中艇 音響追跡式
の うきおよび グライダー,氷 係留 プラ ッ トフ ォー ムな
どの新技術 は,　IPYの期 間中に こう した難題 に取 り組
む ことを可能 にする。
第2の 測定戦 略は,固 定 トラ ンセ ク トに沿 って進行
中の観測 プ ログラムを補 完す るもので,隔 絶地域 に永
久 または半永久 的計測器 を配 置す る とい う一連 の提案
である。例 えば,自 動気象 および地球物理計測器 は雪
上 トラバ ースの間に極氷床 に配置 できる。総 じて これ
らの配置 案は,学 問分野別 の性格 が強いものだった。
取 り組 みの中には,異 なる分 野別提 案を一緒 に まとめ
たほ うが明 らかにためになる もの もあった。例 えば,
極海洋係 留設備 の設置 と,極 地震計 ネ ッ トワー クの設
置が別個 に提案 され ていた。 この取 り組 みを合体 させ
れば,ロ ジスティ クスを最適化 し,学 際研究 を強化 す
る ことになる。 同様 に,気 象 測器 は測地計器 と合体 す
る ことができるだろ う。
PY2007-2008の不 可欠 な一面 となる第3の 主要計
測戦 略は,極 地域 の協調衛星撮像 である。既存 の衛星
は電磁 スペ ク トルの大部分 か ら情報 を取得 し,極 地域
に関する高間隔 ・時間分解能 データを提供す る。 欧州
宇 宙機 関の クライオサ ッ トをは じめ,開 発 中のい くつ
かの追加 ミッシ ョンは,明 確 な極地 ミッシ ョンを有 し
ている。 この一連 の国際セ ンサーか らの衛星観測 を協
調 させ,デ ータを連続取得 しないデータ転送速度 の高
いセ ンサーに新 たに注 目すれ ば,貴 重 なベ ンチマー ク
データセ ッ トを確保 し,極 地域 の環境状況 を評価 する
取 り組み を前進 させ る ことになるだろ う。
1.8.2極地 環境の変化 を支配 する要因 の理 解 に必要
な主要 データセ ッ トの取得
極地環境 の1土質 をコ ン トロールす る上 で重要 な役 を
演 じて きた主要 な陸海地点 を,国 際協調 によ りマ ッピ
ングす るた め の コ ンセ プ トが い くつか進 め られ てい
る。 この中には,南 極 および北極海洋入 口の海洋研究
や,大 陸 については幅広 い空気 ・地球物理 学調査 も含
まれ,と もに,長 期古気候記録 の取得 の支援 と,過 去
の氷河 期 の開始 を支配 した地形 の決 定 を 目指 してい
る。 こう した調査努力 を補 うの もの と して,北 極 およ
び南極海 の堆積物掘削や グ リー ンラ ン ドお よび南極氷
床 で の氷床 コア掘削 な ど,的 を絞 った古気 候 デー タ
セ ッ トの国際的収集活動 の提 案がなされている。気候
変動 に対 する主 な代理 と しては,最 近 の気候変動 にお
ける空間変動 を追跡 す るための,雪 氷堆積量 の多い地
域 にお ける極付近 の氷床 コア,極 地域 にお ける孔 内温
度 の体 系 的測 定,そ して永久 凍 土試錐 孔 の研 究 も含
む。短 い時間尺度 につ いては,湖 コア,浅 層氷 床 コア,
孔内温度,永 久凍 土研 究 によって,変 動 や地域格差 の
測定値が提供できるが,社 会経済変化の研究は,考古
学および歴史記録を必要とする。
1.8.3恒久的多領域観測ネ ッ トワー クの確立
IPY2007-2008の集 中的活動 は測定範囲 を拡 大 し,
大気,海 洋,氷,陸 地 の物理 ・生物 ・化学連係観測 ま
で含 める ことに加 え,空 間 および時間 の範囲 も向上 さ
せ て,極 地 環境 の状 況評 価 に不 可 欠 なベ ンチマ ー ク
デー タセ ッ トを提 供 す るこ とにな る。IPY2007-2008
の期 間中に開発 され るイ ンフラス トラクチ ャー は,今
後数年 か ら数十年後 の極地域 を理解す るための,長 期
的 な,空 間的に分散 した学 際観測ネ ッ トワー クを提供
す る ことにな る。 国際 的,長 期 的 かつ多 領域 の観 測
ネ ッ トワー クの開発 と設 置 は,IPY2007-2008の特 に
重要 な遺産 とな りうるだろ う。 こう した観測 システム
は,今 後数十年間,進 化す る極 の状況 に関す る リアル
タイム情報 を科学者 および意思決定者 に提供す るだ ろ
う。氷や海 とともに移動す る観測所 はもとよ り,陸 上
や安定氷床上 など,所 定位置 に比較的固定 された まま
でいる観測所 も,物 理 ・生物 ・化学測定 を統合す るよ
うに開発すべ きである。
集 中観測期 間の対象 となった以前の極年 と,1950年
代 の 国際地球 観 測年 の期間 中 に始 まった測 定 の多 く
が,今 では地球が どのよ うに変化 しているのか を理解
す る土 台 を形づ くって い る。 幅広 く表 明 され てい る
lPY2007-2008のビジ ョンは,集 中観 測期 間に続 き,
南北両極 の多領域観測 ネ ッ トワー クを設立す るという
ものである。 これ らの観測 ネ ッ トワー クは,北 極の気
象観測所 か ら南極 の ピンホ イール状地震計 ア レーの設
置 まで,多 岐 にわた る。　ICSU-WMOの共 同後援 による
lPY2007-2008に対 して は,き わ めて重要 な通信 ・動
力 イ ンフラに影響力 を及 ぼす観測ネ ッ トワー クという
遺 産 を残す とい う構 想が 描か れ てい る。 このネ ッ ト
ワー クは次 に,あ らゆる永久観測地点 のバ ックボー ン
とな り,幅 広 い学 問分野 による多種多様な観測 を支え
る ことになる。最終的 な結果 は,同 じ場所 に配置 され
た観測地点 によって,地 球 の大気,海 洋,磁 気圏,岩
石圏 およびマ ン トル の地震学的構造,均 衡 リバ ウ ン ド
などの多様 な特徴 を測定す る ことで ある。 こう した永
久観測所 によって,将 来 の科学者 は,気 候か ら地球 の
磁気双極子 にいたる幅広 い トピックにつ いて,短 期変
動 と長期変動 を分離す る ことが できる。　IGYが科学 の
ために南極 を 「開いた」の と同様 に,1PY2007-2008は
両極地域へ の科学 ア クセスを強化す る可能性 をもった
手段 と考 える ことができる。
北極 における国際協調 は,4つ の主要構成部分 を中
心 に展 開する北極海観測 システム(AOOS)の 創設 に
よっ て す で に始 まっ て い る。4つ の構 成 部 分 とは,
(i)遠隔探 査,衛 星デー タ伝送,正 確 な地理位置 に基
づ く宇 宙成分,(の 気象 ・海氷 ・海洋観測用 のセ ン
サーを装備 した氷係留 プラ ッ トフ ォー ムに基づ く表面
成分,(iii)アイスプ ロフ ァイ リング上 向 きソナーを装
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伸 した 自律海 中バ ラス ト制御 うき,　CTDを装 備 した グ
ライ ダー,航 法 お よび海洋 温度 測定 用 の音響 トラ ン
シーバ に基づ く海中成分,(iv)観測 とモデルのギ ャッ
プを埋め て相互作用 と相乗効果を生み出すための,数
値モデル におけるデー タ解析 とデー タ統合専 用の統合
成分で ある。南極海 に対 して も,同 様 の,補 完的観 測
システムが必要 とされ る。
1.8.4新た な科学 フロンテ ィアに対 する国際協調 に
よる多領域調査の着手
1PY2007-2008に対す る多 くの提 案 は,新 たな科 学
フ ロ ンテ ィア を取 り上 げ てい る。初 期 のrPYおよび
IGY研究 プ〔〕グラムでは,科 学的理 由による新 たな地
理 的地 域 の探 査 が 主要 な活 動 の ひ とつ だ っ た。　PY
2007-2008の場合,従 来 の地理 的な意 味合 いか らいえ
ば,探 査 されず に残 ってい るのは東 南極大陸 の一部 と
い った地球 表面の限 られ た地域 しかない。 しか し,以
前 の極 年 やIGYでは知 られ ていな か った新 しい学問
分 野 と技 術を利用 して,新 たな科 学フ ロンティアと課
題 が出現 してい る。
国際社会 は,新 フロンテ ィアに対す るい くつかの大
型調査 を これ まで提 案 してお り,IPY2007-2008はこ
れ らに注 目を集める機会 を提供す る。提案 され ている
調査 と しては,ガ ッケル海嶺(北 極海)の 生物多様1生
のマ ッピング,水底 ガンブル ツェフ山脈(東 南極大陸)
の地球物 理学 と地質 学の学際研究,例 えば氷底湖 など
の氷床氷底環境 の極 限環境微生物 の探査 などがある。
これ らの挑戦 は,遠 隔探査,空 中および陸上 トラバー
ス地球物理調査,氷 床掘削 といった手段 を必要 とし,
IPY2007-2008の提供す る資源,国 際協力,そ して起
動力 の共有 な しでは達成 され ないだろ う。 これ らの挑
戦 は新世代 の地球科 学者 の想像力 を刺激 して捕 らえ,
将来世代 の気候 モデル作成者 に遺産 を提供 し,通 常 は
極地研究 に関わ らない国の科学的人材 を能力構築 し,
組 み込むための豊 富な機会 を提供す る ことにな る。
1.8.5地球 お よび宇宙 の重要 な面 を研究す るための
極地観測所 の運営
提案 の多 くは,地 球,ジ オスペース,太 陽,太 陽系,
そ してその背後 の宇宙 につ いて,極 地域か らの調査が
最適 となる側面 を強調 していた。 同時 に,い くつかの
グルー プは,新 た な極地観測所の設置の可能性を示唆
していた。 このような新 しい観測所 は,既 存観測所 で
の活 動強化 と一 緒 にすれ ば,IPY2007-2008にとって
新たな一連の観測所を設立す る無類の機会が得 られ る
ことにな る。 こう した観測所の実施 は調整 して行い,
ロジステ ィクスの利用を最 適化 してデー タの共有を促
すのが望 ま しい。提案 されて いる観 測所 は,内核 か ら大
気物理学,太陽圏,そ してニ ュー トリノ研 究 まで さまざ
まな分 野を対象 と して いる。提 案 され てい る観測 の中
に は,2007年に旧Yを 実 行 す るた め の 開 発 イ ニ シア
テ ィブを補 うもの もあ る。新 たな観 測プ ログラムは,上
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層大気 お よび ジオスペース測定 用 にすでにず らりと配
備 されてい る多 くの観 測所 を利 用 し,2つの半球 におけ
る現象 の有 効な比較 を強化 す るものであるべ きだ。IPY
2007-2008を通 じて容 易 にな る相乗効果 は,深宇 宙の探
査 が可能な大直径望遠鏡 の設置地点 と しての南極氷床
頂上 の実行可能性 を評価す る潜在力 を有 している。
1.8.6極付近 の人 間社会の状況 変化 に関 するデ ータ
セ ッ トの作成
社会科 学 と人文科 学におけるデー タセ ッ トへ のアプ
ローチは,較 正,標 準化,地 勢 トラ ンセ ク トと相互比
較,時 系列 な どの 自然科学 に適用 され るのと同 じ要求
事項 の多 くを必要 とする。社会観察 は,コ ミュニテ ィ
か ら極付近地域全体 まで,さ まざ まに異 なる規模 で行
われ る。協力 とデー タの透過性 は,研 究 デザ イ ンの不
可欠 な部分 である。IPY2007-2008は,社会科学 と人
文科学 の研究者 に,国 際極力 と協調 を通 じて国境 を越
え,そ れ によって極地社会 における最 も重要な移 り変
わ りを記録 し特徴付 ける新 たなデー タセ ッ トを創 り出
す機会 を提供す る。 社会観察 は,|PY2007-2008の研
究 およびデー タ収集 プロセ スに極地居住者 を関与 させ
るにあた り,最 も時宜 にか なった手段 を提供す る。
IPY2007-2008の期 間 中に集 め られ たデー タが,多
数 の学 問分野 とよ り幅広 いオーデ ィエ ンスに役立つ も
のにな るよ うに,努 力 して くことになる。一部 のデー
セ ッ ト,特 に文化 ・社会経済 ・歴史 の指標が大規模 に
測 定 で きる ものは,領 域 を極 付近 にす る ことを 目指
す。 また,国,地 域,地 元 レベルで のプロセ スに注意
を向けるため に,地 域 および地元規模で比較す る こと
にな るデー タセ ッ トもある。在留専門家 および彼 らの
コ ミュニテ ィは,極 地 の人 びととあらゆる レベルで共
有す るIPY2007-2008のデー タセ ッ トを構 築す るに当
た り,活 発なパー トナー にな るだ ろう。適合性が あ り
国際的 に共有で きるデー タセ ッ トが作成 されれ ば,そ
のデー タは研究者,土 着民,政 策立案者,市 民全般 を
含む多種多様な オーデ ィエ ンス に関連が あ り,役 立つ
もの とな るだ ろう。
科学研究 に対す る大衆の意識 と理解 を強化す るため
に,IPY2007-2008プロジェク トは技術 を利用 し,ア
ウ トリーチ プログラム,教 育,「知識 帰還」の取 り組み
にお いてデー タを幅広 く使用で きるようにす る方法を
実践す る。 これ らの活動 は,生 徒,一 般市民,極 地居
住 者の科 学的教養を拡大す るだ ろう。
南北両極地域 にお いて多国籍かつ多領域の共同デー
タセ ッ トを収 集すれ ば,現 在 の生理学的公衆お よび職
業衛生 と心理社会 的観 察を実証 して分 析す ることに加
え,以 前 お よび将来 の研究努 力 に対 して参 照で きる進
行中の標準化 されたデー タセ ッ トを提供 す ることがで
きる。IPY2007-2008の期間 中 に極地域 お ける人 間の
健 康 の スナ ップシ ョ ッ トを収 集 し,サ ポ ー トす る中
で,効 率的か つ革新的 なeヘ ルスお よび遠 隔医療技術
を利 用 し強化 す ることがで きるだろ う。
??
IPY2007-2008のデ ー タ 管 理 計 画
2.1序 論
ここ数十年 におけるコ ンピュー ター およびイ ンター
ネ ッ ト技術 の著 しい進歩 のおかげで,記憶,ア クセ ス,
共有 をは じめ,今 や前例 のない大量 のデー タ管理が可
能 になっている。 デー タ管理 は,IPY2007-2008を未
来 まで持 ち こたえる遺産 に変 え,未 来世代 に有意義な
データセ ッ トを提供す るための重要な要素 のひとつ と
みなされている。
デー タ管理計画 は,デ ー タの有 用性 がすべての1PY
2007-2008科学 プ ロジ ェク トの主要 目標 とな るように
懸命 に努 めている。 基本 原則 は,　IPYの生み 出すデー
タを収集 し,使 用 し,保 存す るとい うことであ る。 こ
れ らのデ ー タは,最 初 はア クセ ス制 限 も存在 しうる
が,自 由に入手 できるのが望 ま しい。 この計画 は,世
界 気 候 研 究 プ ロ グ ラ ム の気 候 雪 氷 圏 プ ロ グ ラ ム
(WCRP-c[iC)国際 プロジ ェク トオ フィスお よびその
デー タ ・情報 パネル によっ てICSUのIPY2007-2008
PGに提 出 され た 論文 「IPY2007/2008のた め デ ー
タ ・情報管理」か ら直接 ひいた もので ある。 さらにま
た,　SCAR-COMNAP　(南極研 究科 学委員会,南 極観測
実 施 責 任 者 会 議)の 南 極 デ ー タ 管 理 共 同 委 員 会
(JCADM)　によ って作成 された論文 「国際極年2007-
2008に向 けたデー タ管 理 に関する勧告」も利用 して い
る。 これ らの組織 はともに,極 地デー タの管理 にかな
りの経 験 を積 んで お り,IPY2007-2008デー タ管 理 に
対す る両組織 の提案 と勧告 は際立 って一致 して いた。
両者 の勧告 は,「科 学デー タ ・情報 に関す る優先 分野
評価」 についてのICSUパネルの報告書草案 とも一致
している。 なお,本 文書の編集 に際 してはこの報告書
も利用 した。
|CSUのIPY2007-2008PGは,集中的かつ学 際的 に
して国際協調 による研究観測キ ャンペー ンを行えば,
極 プロセ スとその全球的関連 に対す る我われの理解を
深 めることがで きると認識 している。 この プログラム
か ら実現 した知識 と観測が未来世代への遺産 にな ると
すれ ば,そ の遺産の拠 って立つ この知識 と観測 は,将
来 において最大の利益 を確保す るため にも,効 果的 に
管理 しなけれ ばな らな い。
デー タ管理 は,あ らゆる科学 プロジェク トの重要な
構成要素で あ り,特 にIPY2007-2008のような範囲 と
複雑 さを有す るプログラム においては尚更であ る。一
貫 したや り方 で収集 された プログラムの多様なデー タ
が保存 され,適 切 にアー カイブされ,科 学界 にア クセ
ス可能 になることを確保す るため に,最 初か ら資金 を
とっておかなけれ ばな らな い。
50年後 には,IPY2007-2008の結果得 られたデー タ
が,プ ログラムの唯一最 も重要な結果 と して見 られ る
か も しれな い。一定期間 にわた る集中的な測定の結果
と して得 られ るこれ らのデー タは,地 球変 動を測定す
る基準 と して役立つベ ンチマー クデー タの役を果 たす
だ ろ う。慎重 に企 画 して専 門的 に実 行す るす ぐれ た
デー タ管理が不可欠であ る。
lGYは,デー タ ・情報管理 にさまざまな進歩を もた
ら した(世 界 デ ー タセ ンターの設 立,国 家間 の研 究
デー タ交換の向上な ど)。IPY2007-2008もまた,極 地
域 に対す るデー タ ・情報管理の一段 階改善 を もた らす
同様の機会を提供す る。科学的 に最 良な方法を用い,
そ う した方法の価値を実証す るデー タ ・情 報管 理方針
を開発 し,極 地域のためのデー タ ・情報管 理用 に有 効
な統合 システムを実現す るチ ャンスを提供 す る。 この
機会 は,ワ ール ドワイ ドウェブの広 汎な利 用 により実
現 した新 た な手段 と能 力,増 強 した コ ンピュー タパ
ワー と記憶容量,そ して効率的なデー タ交換 とア クセ
スのための新たな メタデー タ利用技 術を活 用す るまた
とな い機会であ る。
2.21PY2007-2008データ 管理 の 具体 的 な ね らい
lPY2007-2008デー タ管 理 の何 よ りも重 要 な 目標
は,現 在の研究を支え ると同時 に永続 す る遺産 を残 す
関連デー タのセキ ュ リテ ィ,ア クセス可能性,自 由交
換 を確保す ることであ る。 よって,　IPYのデータ管理





|PY2007-2008の一 環 と して集 め たす べ て の
デー タが,予 見可能 な将来 に随時利用 す るた め
に安全 に記憶 され るこ とを確保 す る。 デー タは
有用 なフ ォー マ ッ トで記憶 し,適 度 な知識 を有
す る科 学者 が十分 に解釈 で きるだけの メタデー
タを ともなわなければな らない。
現在 また は将来 のユ ーザーが,自 由に利用可能
でユー ザー フ レン ドリー な ウェブベ ースの検 索
法を用 いて,す べ てのデー タを見つ け られ る こ
とを確証 す る。
科 学 研 究 目的 で極 地域 で収 集 され たす べ て の
iPY2007-2008デー タの 自由で オー プ ンな交換
を促 す。
既存 のデー タセ ンター,改 良 され た通 信イ ンフ
ラ,　IPYの目標達 成 のた めの 国際協 力 を活 用す
る。
lPY2007-2008を触媒 と して利 用 し,極 地研究界
が予見 可能な将来 に極地域 で集 めた科 学 デー タ
を引 き続 き記憶,発 見,配 布 す るのを容易にす る
デー タ ・情報管 理の システムを整 えて残 す。
これ らのね らいを達成 す るため に,IPY2007-2008
は強力なデー タ ・情報管理戦略 と,デ ー タの収 集,取
扱 い,記 憶,記 述お よび配布の手引 とな る方針 を必要
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とす る。 この方針 およびIPY2007-2008全般 を成功 さ
せ るには,人,資 金,施 設 を含 む資源 のかな りの投入
が必要 にな るだ ろう。
2.31PY2007-2008のた め の デ ー タ 管 理 戦 略 一 ー
デ 一 夕方 針 ・管 理 小 委員 会
プロジェク トを提案す る研 究者達 が 自分 の作成す る
デー タの取扱 い方法を どうすれば よいかはっ きりわか
電子地球観測年(eGY)
ボ ックス3
国際 地球 観 測年(IGY)の50周年 記念 と して
2007～2008年に 電 子 地 球 観 測 年　(Electronic
Geophysical　Ye r:　eGY)　を開催す る考えが,国
際 測 地 学 お よ び地 球 物 理 学連 合　(lnternational
Union　of　Geodesy　and　Geophysics　:　IUGG)　内で
進め られてい る。　IGYの主 な業績 の1つ は,物 理
観測所の世界ネ ッ トワー クとデー タセ ンターの創
設 という手段 によ り,デ ー タへの効率 的ア クセス
を提 供 した ことだ った。　eGYのコ ンセ プ トは,
現在の莫大な潜在力,一 般化 された受入れ,そ し
てイ ンターネ ッ トによる技術 を用いた 「eサイエ
ンス」の急成長 に基づいてい る。
eGYで取 り組 む主 な問題 点 には,以 下 の よ う
な ものがあ る。
1.デ ー タの 発 見 どの よ うな所蔵デー タが
どこに存在す るのか とい う記録 の改善。
2.許 可 デー タ所有者 に対 し,国 際的科 学
界がデー タを利用で きるようにす ることと,
記述的(メ タデー タ)情 報 を提供 する こと
を奨励す る。
3.ア クセスと共有 ユーザーが,多 くの場合
は分散 ソースから然るべ き電子 フォーマ ッ ト





気,地 磁気,重 力,電 離圏,磁 気圏)を ■連のバー
チ ャル観測所 に包含させてサイバースペースに 「配
置」す る などがあ る。 こうすれ ば,













る ように,IPY2007-2008のた めのデー タ ・情報戦 略
および方針 を,早 い段 階で策定 する必要 がある。将来
におけるデータの有 用性 は,そ の戦 略 ・方針 の不可欠
な構成要素 でなけれ ばな らない。デ ータのコ ンセプ ト
には電子 データを含 むが,サ ンプル,写 真,地 図,磁
気媒体,社 会科 学データセ ッ トなども含 む。
で き るだ け早期 に フォー カス グルー プ を結 成 し,
IPY2007-2008デー タ ・情報管理戦 略 および方針 の速
や かな策定 を課 すのが望 ま しい。 このデー タ方針 ・管
理小委員会 は,最 も重要な|PY2007-2008調整委員会
である共 同委員会　(Joint　COmmittee　:　JC)　 後 ほど
詳 しく紹介 の小委員会 となる。
最初 にデー タ方針 ・管理小委員会 が力 を注 ぐのは,
|PY2007-2008科学計 画 に明確 に述 べ られ た科 学的疑
問に基づ き,IPY2007-2008デー タ管理 の具体 的的 目
標 を決定す る ことと,プ ログラムに関わ るすべ ての国
およびプ ロジェ ク トが したが うことになる実行可能 で
有用 なデー タ方針 を決定す る ことで ある。小委員会 は
IPY2007-2008組織 デー タ構造 を略述 し,フ ィール ド
段階が 開始す る前 に確定 しなけれ ばな らない。 デー タ
方針 ・管理小委 員会 は,共 同委員会(JC)の 同意 した
IPY2007-2008科学 目標 を支 え るため の,デ ー タの構
造,手 順,伝 送,記 録保管 の計画 を策定す る ことにな
る。
デー タ方針 ・管理ノ」＼委員会 は,IPY2007-2008のプ
ロジ ェク ト提案 が,し かるべ き資金源 を特定 した適切
なデー タ管理計画 を有 している ことを確認すべ きであ
る。小 委員会 は また,提 案 され ているデー タ管理 プロ
グラムで,特 定 のIPY2007-2008科学 プ ロジェ ク トと
は無関係 か も しれな い もの に関 して,　JCに助言 を提
供す る。
IPY2007-2008デー タ方 針 ・管 理ノ」＼委員 会 の メ ン








南極 お よび北極 科学界 の現 役科 学者 で,自 然科
学 と社会科 学の両方 を代表す るもの。
lCSUの世界 デー タセ ンター システム と,デ ー タ
セ ンターに基づ く関連分野 の代表。
資金提供 機 関(方 針 の一部側 面を実施 す るに当
た り,一 定 の役割 を担 うことになる)の 代表。
提 案 され てい るiPYデー タ ・情報 サー ビス(以
下 を参照)と,　IPY国際プ ログラムオフィスの代
表。
南極 デー タ管理共 同委員会(JCADM)な ど,関
連す る既存 デー タ管理 団体 の代表。
完 全 か つ詳細 なIPYデー タ ・情 報 管理 戦 略 はIPY
デー タ方針管理小委員会が策定す るが,こ の戦略 には
明 らかに現れ つつある重要 な要素が い くつか ある。 こ
れ らの要素 には,高 度技術専門支援サー ビス,既 存施
設上へ の構築理念,新 しい構造 および技術 の採用が あ
る。
科学 デー タ ・情報 の生産,管 理,配 布 は,科 学研究
事業内で ます ます不可欠な機 能 になって きた。 こう し
た機能 を適切 に遂行す るため には,専 門標準 お よび実
務 を用 いな けれ ばな らない。 デー タは長期 間保存 し,
今 日取得 した科学的記録お よび観 察が,将 来 研究用 に
入手で きるように しな けれ ばな らない。 最新 情報技術
を科学的デー タ管理 と配布 に利用す る場 合,デ ー タ管
理が経験豊かなデー タ管理専門家の責任 で行われ るこ
とが不可欠 にな る。
lPYのフィール ド段階 が開始 す るまで の期 間が比較
的短 いことを考え ると,　IPYのデー タ管 理戦 略は既存
のデー タイ ンフラ,サ ー ビス,お よびそれが有利 な場
合 には実証済みの概念を利用 しな ければな らない。
lPY2007-2008は,メタデ ー タお よびデー タの処 理
と記憶 に関 して は,世 界 デー タセ ンター,そ の他 の地
域 また は国立デー タセ ンター,公 認のメ タデー タセ ン
ター(例,地 球変動マ スターデ ィ レク トリ(GCMD)一
一 南極マス ターデ ィ レク トリのホス トであ り,多 数 の
北極デー タセ ッ ト記述 も含む)な どの既存施設 を利 用
した方が よい。使用す る施設 またはセ ンターは,す ぐ
れたデー タ ・情報管 理の経歴 を有 する ものでな くては
な らない ことに加 え,iPY2007-2008デー タ ・情報管
理方針 に したが った適切 な標準 を用いている ことが望
ま しい。IPY2007-2008は,世界 海 洋循 環 実験 計 画
(WOCE)など,デ ー タ管理 に成功 した他 の地球科 学プ
ログラムか ら学んだ教訓 を取 り入 れるべ きである。
IPYは既 存 の イ ンフ ラを で きるだ け利 用す る一 方
で,目 標 の達成 に必要 な場合 には,既 存 の構造や 団体
の再考,再 設 定,置 き換 え も覚悟 したほ うが よい。新
しいデー タ ・情報技術 と能力 の十分 な利益が,最 大限
に活 か され るよう確保すべ きである。 こうした課題 を
展開 す る うえ で考 え られ るアプ ローチ のひ とつ は,
lPY2007-2008向けのデー タ管理ITプロジェク トを設
定 し,理 想を言えば,例 え ば電子 地球観 測年(eGY)
(ボッ クス3参 照)と いった進 行 中のイニ シアテ ィブ
お よび/また は専門 家 との密接 な協 力の も とに進め る
ことである。 そ うす れば,IPY2007-2008はデー タ ・
情 報管 理の新 たな遺産 一一 既 存 のイ ンフ ラを利 用 し
ているが,新 興 の技術や アイデアを実現す るため の出
発点 も提供す る を残す ことがで きるだ ろ う。
2.41PY2007-2008データ ・情 報 サ ー ビス
デー タ方針 ・管理ノ」＼委員会 は,1PY2007-2008向け
のデー タ ・情報戦略 を定義す るが,こ の方針 の実施 は
行わない。デー タ ・情報管 理 に成功す るため には,　IPY
2007-2008はで きるだ け早 く専従 の専 門デー タ ・情報
ユニ ッ トを創設 し,プ ログラムデー タ ・情報管理方針
を実施 する必要 がある。 このサー ビス デー タ ・情
報 サー ビス　(Data　and　lnfOrmatiOn　Service　:　DIS)
は,国 際プ ログラムオフィス と密接 に関連す るが,オ
フィス内にはおそ ら く設置 しないほ うが よいだろ う。
DISは,プ ログラムに とってメタデー タおよび|青報
の主 た る入 □となる。世界海洋循環実験計画(WOCE)
デー タ管理任務や,進 行 中の気候 ・雪氷圏 プログラム
(Clic)など,　DISサー ビスの既存モ デルが役 に立つ は
ずである。　DISはオ ンライ ンへ の中央ゲー トウェイと
な り,IPY2007-2008のデー タお よび メタデー タを配
布 し,フ ィール ドプ ログラム内のデータフ ロー を能動
追 跡 し,IPY2007-2008関連情報 の唯一 のア クセ スポ
イ ン トの役 を果 たす。
DISと,メタデータ提 出に関す る方針 および手続 を
早 期 に実施 すれ ば,|PY2007-2008プロジ ェク トの提
案 を,将 来情報 が容易 に検索 できるよ うな方法 で管理
す る ことがで きる。 このサー ビスの重要なイ士事 のひと
つは,IPY2007-2008デー タ ・情報標準 の遵守が,す
べ てのプ 〔〕ジェ ク トリー ダー および科学者 にとって単
純 に で き る もの にす る こ とで あ る。IPY2007-2008
データ方針 の実施 に ともな う技術的難題 に対処す るた
め に,　DISは十分 な 資源 を もって いな くて はな らな
い。
2.51PY2007-2008プロ ジ ェク トに 対 す る デ ー タ 管
理 要 件
プ ロジェ ク トの一番最初,計 画段階 を表明 した時点
か ら|PY2007-2008デー タ戦略の遵守 を義務 づ けるこ
とは,後 日に遵守 を得 ようとす るよ りも数段 うま くい
く可能性が 高い。IPY2007-2008の各提案 は,何 らか
のデー タ管理計画 を含んで いな けれ ばな らな い。 その
計 画 には,専 任 プ ロジ ェ ク トデー タ管理 者 の任命 や
デー タ管理 向けの適切な資金提供を記載す るほか,そ
の プ ロジ ェク トデー タ管理計画が|PY2007-2008デー
タ管理計画 にどう関連 して いるかを述べ る。
公認IPY2007-2008プロジェク トとみ なされ るため
には,提 案者 は合 意 に よる予定 表 に したが った メ タ
デ ー タお よび デー タ の提 出を含 め,IPY2007-2008
デー タ ・情報管理方針 に したが うことに同意 しな けれ
ばな らな い。 同様 に,IPY2007-2008プロジェク トに
参力ロす るため には,参 加者 はプロジェク トの各 自参加
部分か らの情報 とデー タを提 出す ることに同意 し,そ
の他関連す るIPY2007-2008デー タ ・情報管理方針 を
遵守 しな ければな らない。 国内お よび国際機 関か らの
資金提供を求めた方が よい。
lPY2007-2008プロジ ェ ク トは,提 案段 階 で メ タ
デー タの提 出を要求 され る(次項参照)。これ らのメ タ
デー タは,プ ロジェク トの実施時 に更 新す るのが望 ま
しいが,最 も重要なの はデー タ収 集の完了時 に行 う完
全 メタデー タの更新であ る。 メタデー タを早 く提 出す
る利点 は,　DISが集め られたすべてのデー タを能動的
に探究で きることであ る。科学者 は認 知 され,自 分た
ちの生み 出 したデー タセ ッ トの科 学的貢献 と,そ れ ら
のデー タの解析 に対 し称賛を受 けるべ きであ る。
2.6メ タデ ー タ
メタデー タは,そ の種のデー タを探 して いる人がそ
の場所 を見つ け,用 途 に適 しているか どうかを判 断で
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きるように,デ ー タセ ッ トを記述 す る。 メ タデータは
検 索可能 な デー タベー ス に入 っていな けれ ばな らな
い。 こう した 「カタログメタデー タ」 は通 常,誰 が何
のパ ラメー タを いつ どこで どうやって測定 したか,ま
たデー タを取得す るため にだれ に連絡 を とればよいの
か を記述 している。 この情報 の大部分 は,プ ロジェ ク
トが提案 された ときにわか るため,こ う したメ タデー
タはプロジェク トの提 案時 に提 出す ることがで きる。
|PY2007-2008プロジェ ク トまた は参加者 と して認
定 され る前 に,プ ロジェク トリーダー または参加科 学
者 は,IPY2007-2008の一 環 と して 自分 た ちが何 の
デー タを集め るつ も りなのかを前述 の ような 「カタ ロ
グメタデー タ」 に記述 し,中 央デー タベースに提 出 し
な けれ ばな らな い。
IPY2007-2008はまた,よ り詳 細な メタデー タを,
デー タ収集の直後 にIPY認定デー タセ ンターに提 出す
る こ とも義 務 づ けた 方 が よ い。 この メ タデ ー タは,
ユーザーがデー タ自体 を潜在 的誤差 も含 めて十分理解
で きるように,デ ー タの収 集 または作成 を詳細 に記述
す る。 メタデー タは,既 知のデー タ品質 の問題 を記録
す る主要手段であ り,な おかつ同 じデータベースの一
部であ り,最 終的 にはカ タログメタデータ と科 学用メ
タデー タを ともに含む ものであ るのが望 ま しい。
lPY2007-2008メタデー タは,1つ のデー タベー ス
か ら別のデー タベースへの情 報転送 が簡単 にで きるよ
うに,一 様で,融 通が利 き,オ ープ ンで使 いやすい コ
ミュニテ ィ標準 に従 うべ きであ る。 こう した標準 は,
科学的ハー ドウェア ・ソフ トウェア プラッ トフ ォーム
と相互使用が可能で,そ れ らプ ラッ トフォーム とは独
立 しているべ きであ る。 その利用 に関す るガイ ドライ
ンを広 く配布 した ほうが よい。地 理的 メタデー タの構
造 と内容 につ いて最近合 意 された国際 メタデー タ標準
(ISO19115)のように,デ ー タの タイ プに対 して適切
な標準が採用 され ることにな る。 同様 に,融 通性 を与
え るため に,メ タデー タの交換 と記憶 には,共 通 の完
全相互使用可能な言語 システム(例,XML4(拡張マー
ク付言語)と フォーマ ッ トを使 用すべ きである。
可能 な場合 は,|PY2007-2008向け公式 メタデ ー タ
のポー タル と して特定 のIPY2007-2008メタデー タセ
ンター を創設 し,そ れ によってすべてのプ ロジ ェク ト
情 報 の収 集 を担 当 し,す べ てのIPY2007-2008プロ
ジェ ク トの 中央デ ー タベ ー スを創設 す るのが望 ま し
い。 このイニ シアテ ィブは経験 を利用する とともに,
地球変動マス ターデ ィ レク トリな ど他 のデータ管理 シ
ステム と調整 して実施 すべ きである。
2.7デ ー タ の ア ー カ イ ビ ング と配 布
【PY2007-2008科学 プ ロジ ェ ク トは,膨 大 な量 の
デー タを生み出す ことにな りそ うであ り,こ のデータ
は効果的で安 全な保管 と,(大半 の場合)プ ロジェ ク ト
後のアー カイ ビングを必要 とす る。
長期 的 なIPYデー タ管 理 システ ム は,　ICSU,　WMO
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その他 すでに既存 のデー タシステム(例,世 界 デー タ
セ ンター,　CODATA,　その他 確 立 され た デ ー タセ ン
ター)を 有 して いる組織 の経 験 を活用 した ほ うが よ
い。 多 くの場合,デ ー タシステム はIPY2007-2008か
らのデータの流れ に対処す るために,強 化す る必要が
あるだろ う。
IPY2007-2008は,デー タ収集後合理的 な期限 内(通
常は1年 未満)に,詳 細 なメタデー タ と処理済みデー
タに加 えて生 データ と校正 デー タを,然 るべ きデー タ
セ ンターに提 出す るよ う要求 したほ うが よい。 これ ら
のデー タはデー タセ ンター によって安全 の保管 され,
合意 による期 間ア クセスを制限 され る。
生 デー タ と,後 には処理済みデー タまで,収 集後直
ち に公認 のデー タセ ンター に提 出す る理 由 につい て
は,い ろいろ と議論 がある。デー タセ ンター はデー タ
のセキュ リティ とバ ックア ップを確保す るルーチ ンを
有 し,デ ー タが ロー カル コ ンピュー タやパー ソナル コ
ンピュー タの故 障によって失われ る ことがな いよ うに
なっている。万 が一 デー タの最初 の収集者がデー タを
解放 できなかった場合 でも,デ ー タは収集後 しかるべ
き時期 に解放 できる。加 えて,デ ー タ収集者 は,デ ー
タへ の複数 のア クセス要求 に対処 しな くてもよい。最
後 に,将 来 間違 いな く利用可能 にな る改良 ツールや新
たな知識 を用いて再解析 および再解釈 をす る際 に,オ
リジナルデ ータが必 ず入手 できる ことが確保 され る。
国内お よび国際的なデー タ共有 はIPY2007-2008固
有 の構成要素 だが,そ のためには共通 のデー タ形式 と
標準 が前提条件 となる。デー タはできる限 り,一 般 に
入手 できる(オ ープ ンソー スが望 ま しい)ソ フ トウェ
ア を用 い て処 理 で き る形 式 で提 供 す るべ きで あ る。
データ処理 用の特殊 なソフ トウェアが開発 され ている
場 合 に は,そ の ソフ トウ ェアをデ ー タ と一 緒 にユー
ザーに提供 すべ きである。
関連 科 学 デ ー タ を地 理 的 に分 散 した リポ ジ トリ
(例,世界デー タセ ンター,国 家 南極 デー タセ ンター な
ど)に 配信す る ことも,構 想 しておいたほうが よい。
これ を行 えば,あ らゆるタイプのデー タを各 リポ ジ ト
リに関連す る形式 で保管 し,後 のユーザー のため に統
合 した有効 な形式 で配信す る ことが可能 にな る。
2.8謝 辞,知 的 財 産 権,セ キ ュ リテ ィ
IPY2007-2008は資 金調達 団体 で はないため,デ ー
タの所有権 を管理す ることはで きな い。デー タの所有
権 は,最 終的 にはデー タの収集 また は作成 に資金 を提
供 した団体 の方針 によって決 まる。一旦デー タがデー
タセ ンター に提 出されれ ば,特 別な取決めがあ る場合
を除 いては,一 定 の合意 による期間 はセ ンターか ら第
三者 にデー タを解放す ることはな い。合意期間が満 了
す る と,デ ー タ(生 デー タを含む)は 研究 目的で 自由
に入手 できるよ うになる。全 く勧め られな いことで は
あ るが,デ ー タ所 有者 は,IPY2007-2008デー タ方
針 ・管理小委員会 と交渉 した後,デ ー タの解放 を制限
す る権利 を保持す ることがで きる。デー タの収集 に商
業的 な要素が ある場合,省 庁 の出資す るデー タ収集で
厳守 しなけれ ばな らない特別条件が ある場合,ま た は
セキュ リティも しくはプライバ シー の問題が絡ん でい
る場合 には,オ ープ ンデー タ解放方針 に例外 を設 ける
こ とも必 要 だ ろ う。前 述 の よ うな 条件 下 で は,　IPY
2007-2008(デー タ方針 ・管理小委員会を通 じて)と
デー タ提供者 との間で,個 別 の取決 めを結ぶ ことにな
るだろ う。 デー タ利用に対 する倫理方針 を設定す るの
が望 ま しい。その際 には,　ICSUおよびWMOの 既存 の
デー タ方針 に従 い,他 の既存 モデルを利 用 しなが ら,
社会科 学デー タの組み込み に特 に重点 を置 く。
基本原則 と して,科 学者 は,他 の関係者 が 自分 のオ
リジナルデー タを使用す る際 には,正 当な功績 を認 め
られ るべ きであ る。同様 に,資 金提供機 関 または科 学
機関 は,自 分の貢献がデー タのユーザーに正 しく認知
され ることを知 る必要があ る。したが って,IPY2007-
2008デー タ管理戦略 の一部 として,デ ー タ提供者 への
謝辞 を盛 り込むのが望 ま しい。デー タセ ンター にデー
タを提 出す る科学者 は,そ の メタデー タまたはデー タ
と一緒 に,謝 辞 および/またはその デー タを使用 した
論文が 出版 され る(第3者 によって)前 の連 絡 につ い
ての明確 な情 報 を提供 した ほ うが よ い。デー タセ ン
ター は,あ らゆるデー タが解放 され る際 にこの情報が
一緒 に配布 され ることを確証す る。
2.91PYデー タ管理の資金調達
デー タの作成 と管理 は,未 来世代 にとって非常 に貴
重 かつ不可欠 な投資で ある。 しか し,デ ー タの収集,
メタデー タの作成,専 門的デー タ管理知識の提供,な
らびにデー タ普及 および永久的 アー カイ ビングに対す
る制度 的支援 は,研 究 プ ロジェ ク トの総費用 を増大 さ
せ る ことになる。
科 学データセ ンター およびアー カイブは,何 十年 に
もわた りデー タ管理 および保存 に制度的参加が できる
ように,安 定 した財源 を もつ必要が ある。 ます ます増
えてい く科 学データおよび|青報へ の長期的 ア クセ ス可
能性 を確保 す るには,デ ー タ管理へ の公共(お よび民
間)投 資を増や し,長 期 的な制度的支援 を行 う必要 が
生 じる。
lPY2007-2008デー タ管理 への資金 源は,急 を要 す
る問題 と して調査 した ほ うが よい。　IPYの研 究 を サ
ポー トす る資金 提供機 関は,効 率 的で安全 かつ継続 し
た デー タ管 理 を確保 す る既得 権利 を有 してい るが,
1PYはIPY2007-2008科学デー タへの完全 かつオー プ
ンな アクセス を提供す るに当た っての資金 的課題 に対
処 す るた め に,他 の解決 策 も探 った方 が よい。デ ー
タ ・情報サー ビスの後援 につ いて,国 際 プログラムオ
フィスにつ いて行 った もの と同様の公募を,で きるだ
け早期 に各 国および資金提供機関 に送 った方が よい。
2.10その他の問題点
|PY2007-2008デー タ方針 ・管理ノ」＼委 員会 による議










目下WMOの 国 際気 象通信 システ ム に入 って い
る情報 の取 り扱 い。
数値予報モデルデー タの アー カイ ビングと普及。
モデル初 期化 デ ー タ,0時 間解 析,モ デル 同化
デー タセ ッ ト,「再解析」結果 を含む。
宇宙 機 関 か らの デ ー タ,特 に購入 費 用 の 高 い
デー タセ ッ トへ のア クセ ス。
集 中観 測期間 中の天候条件 に関す るデー タ ・情
報 の供給 と,そ の後 の保管。
機 密デー タを含 む履歴デ ー タ回復 の取 り組み に
対す る評価 と優先川頁位決定。
商業 的デー タ また は情報製 品 の役宅1」。研 究デー
タの収集 と保存,な らび にア クセス に関す る優
先順位決定 を含 む。
集 中観 測期 間お よび的 を絞 った フ ィール ドプ ロ
ジェク トか ら生 じた独 自のデー タセ ッ トを取 り
上 げる,柔 軟 なデー タプ ロ トコルの開発。
lPY2007-2008デー タ管理 支援 の構成 要素 と し
ての教育 とア ウ トリーチ。
適切 なデー タベ ンチマー クを表示 す るため の,
マ ップ化 されたデー タセ ッ トの作成 の促進。
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教 育 ・ア ウ ト リー チ ・コ ミ ュ ケ ー シ ョン計 画
3.1概 要
極地域 は,教 え学ぶ とい うことに関 して他 にはない
背景を提供 し,幅 広 く多様 なオーデ ィエ ンスを引 きつ
ける ことが で き る。　iPYの教育 ・ア ウ トリーチ ・コ
ミュニケー シ ョン戦 略は,国 内および国際協調 による
一連 のプ ログラムを通 じて,「なぜ極 地域 と極地研究
は,地 球上 のすべての人に とって重要 なのか?」 とい
う疑問 に取 り組 み,極 の重要性 に対す る理解 を世界的
に向上 させなければな らない。
ICSUのIPY2007-2008PGは,極地 域 と極年 に対 す
る教育者,一 般市民,政 府 当局者,研 究者,メ デ ィア
の レポーター およびライター の興味 を捕 らえ,知 識を
高める計画 を策定す る任務 を与え られた。 この計画 は
また,次 世代 の極地科学者,エ ンジニ ア,リ ー ダーを
引きつけて育成 す るというIPY2007-2008の目標 にも
寄与 し,|PY国別委員会,極 関連組織,財 団な どを は じ
め,IPY2007-2008を促進 す る他 の関係者 と相互作 用
す る方法 を確立 し,極 地域で生活す る人び とが特 に北
極 における研究 に関 して極地科 学界 と相互作 用す るた
め のルー トを提供す るもの と期 待 されてい る。
以下の各項で は,範 囲の定義,タ ーゲ ッ トオーディ
エ ンスの特定,国 内お よび国際的な教育 ・ア ウ トリー
チ ・コ ミュニケー シ ョンの取 り組 みに対 す る構造 につ
い て述べ る。
3.2教 育 ・ア ウ トリー チ ・コ ミ ュニ ケ ー シ ョンの 取
り組 み の範 囲
この文書 においては,以 下 の定義 を使用す る。
「教 育」 ここでの教育 とは,極 に注 目した科学 ・
技術 ・人文科 学の知識 の向上 に必要 なプロ グラム,イ
ンフラス トラ クチ ャー,資 源 の開発 を推進す る 目的で
計画 された取 り組み をい う。 こうした正規の教育努力
は主 に教室 の中で行われ る。正規の教育 は必ず しもカ
リキュラムに限定 され るわ けで はな く,教 師の訓練か
ら教室 での科学実験 まで範囲 は広 い。
「ア ウ トリー チ」一一 ア ウ トリーチ はイ ンフォーマ
ル教育 と呼 ばれ ることもあ るが,こ こで はメデ ィア,
展示会,地 域教育 プログラムを盛 り上 げることによっ
て,正 規教育の教室環 境の外で学ぶ経験 をい う。 アウ
トリーチ活動の例 と しては,実 地見 学,博 物館展示,
動物園展示,一 連 の講 義,コ ンピューター ソフ トウェ
ア,校 内 コンテス ト,テ ス ト,作文 などがある。
「コ ミュニ ケ ー シ ョ ン」一一 こ こで い う コ ミュニ
ケー ションは,印 刷物,テ レビ,ラ ジオ,イ ンター ネ ッ
ト,映像 メディア との相互作用 を特定す るため に用 い
る。
3.31PY2007-2008のタ ー ゲ ッ トオ ー デ ィ エ ン ス の
特 定
lPYの教育 ・ア ウ1・リーチ ・コ ミュニケー シ ョンの
取 り組み対象者 として,主 に5タ イ プの オーデ ィエ ン













このIPY2007-2008教育 ・ア ウ トリーチ ・コ ミュニ
ケー シ ョン戦 略文 書 は,最 優 先 目標 を策定 し,可 能性
のあ るプ〔〕グラムの一部を強調 す ることによ って,以
上 の各オーデ ィエ ンスへの取 り組 みを述べ る。
それぞ れ の対 象 層 につ いて,取 り組 み で は どん な
メッセージを伝 えるか,ど うすれ ばそのメ ッセージを
最 も効果 的に伝 え られるか,そ してそのメ ッセージを
伝 え るターゲ ッ トは どこか とい うことを考慮 に入れ る
べ きである。教育 の取 り組 みは初等 ・中等教育界 と新
たな極地研究者 となる見込み のある若者 に的 を絞 り,
アウ トリー チの取 り組み は一般市民,北 極居住者,意
思決定者 のほ うによ り力 を入れ る。 コ ミュニケー シ ョ
ンの取 り組み は,一 般市民 を対象 とす る。
3.3.1学 童
初等 ・中等教育界 を対象 とす るIPY戦略 は,極 地の
問題 に対す る意識 と理解 を高め,科 学 に対す る興味を
生み 出す一方で学習 に極地域の発見の興奮を吹 き込む
一助 とな ることを 目指 している。
言語や方法論 は国 によって異な るため,初 等 ・中等
レベル での教育活 動へ の国の関与 は重要 であ る。　IPY
2007-2008の潜 在的パー1・ナー および利害関係者 の多
くは,継 続的な教育 お よびア ウ トリーチの経験 とプ ロ
グラムを有 してい る。 こう した ことは,全 体的なIPY
2007-2008教育戦 略を策定す るさいに考慮 すべ きであ
る。
IGYでは,科 学プ ログラムに関す る情報 を小学校 に
伝 えるに当た り,全 国向けの教育雑誌が広 く利用 され
た。IPY2007-2008の期間 中は,ノ」＼中学校の教師が実
地調査 に参加す る機会 を増や し,彼 らが地元 に帰 って
オーデ ィエ ンスを刺激で きるようにす るため に,特 別
力 を注 ぐこともで きるだ ろう。
小 中学生向 けの教育イニ シアデ ィブの中 には,総 観
的 な環境 観察 を通 じて様 々 な コ ミュニ テ ィを結 びつ
け,ま た,コ ミュニテ ィを極地研究者 と結 びつ けるた
め に,国 際 レベル まで発展 させ られ るもの もあ るだろ
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う。　「GLOBE」　プ ログラム 全世界 の小 中学校 を基
礎 と した実践 的な教育 ・科 学プ 〔コグラムで,106カ日,
15,000の学校が活動 に参加 は,　IPY期間中に通報
観測を通 じて世界 の教 育界 を結 びつ ける手段 を提供す
る。惑星地球年　(Year　of　the　Planet　Earth,現在 はThe
Year)　お よびUNESCOネ ッ トワー クとの連係 は,極
地居住者お よび極地科学者 と多様 で地理的 に分散 した
オーデ ィエ ンス との連係を導 く道筋を提供 す る可能性
を もっ て い る。北極 で生 活 す る人 び とを1PY2007-
2008教育努 力 に巻 き込 む ことがで きれ ば途 方 もな い
力が発揮 され る可能性があ り,こ れ を発展 させて正式
なプログラムにす るこことが望 ま しい。最新の ウェブ
技術 を使用 して遠隔参加型の双方向 プログラムを提供
すれ ば,あ らゆる年齢 の人 びとが本物の学習経験を体
験す る ことになるだろう。
3.3.2新たな極地研究者 となる見込みのあ る若者
中学生 よ り上の生徒 に対す るIPY2007-2008の戦略
は,新 しい未来 の研究科学者 と共 同研究者 の人材募集
を促進 し,教 育 および研究期 間における極地問題へ の
意識 を高める ことである。 ます ます専門性 を高める世
界にあって,若 者 を科 学に引 きつける ことは必要 であ
る。IPY2007-2008の計画過程 において,今 日の リー
ダーの うち,　IGYを通 じて初 めて科 学に触れ た者が い
か に多いかが明 らかになっている。
我われ は,本 来 人間に備 わっている極地域へ の興味
を利用 して,新 世代 の研 究者 を刺激 す ることを 目指 し
てい る。大学 レベルは,極 地域 への興 味を学生 に教 え
込む には格好の場であ り,そ こか ら大学院,博 士課程,
博士課程,博 士課程修 了後,そ して主任研究 員(Pl)レ
ベル まで続 く可能性 もあ る。 大学生 にとっての研 究や
実地調査の経験 は,こ のオーデ ィエ ンスの関心 を引 く
ための強力な装置であ る。 北極 大学,ス バールバル大
学,そ してオース トラ リアやニ ュー ジー ラン ドのい く
つか の大学 をは じめ,多 くの定評あ る大学が極 をテー
マ に した プログラム を有 して いる。 これ らの プログラ
ムをネ ッ トワー クでつ な ぎ,IPY2007-2008の教育 ・
アウ トリー チ ・研究活動 に組み 込むべ きであ る。　iPY
2007-2008を通 じて フンボル ト(http　:　//www.avh.de/
en/stiftung/index.htm)　フル ブライ ト　(http　:　//www.
iie.org)　奨学金 プログラム を促進 し,北 極の居住者か
らの参加 も含 め,　iPYの範囲 内の国際的 および国別の
取 り組 みにおいて新 たな研究者 を育成 しなけれ ばなら
ない。参加 を促すため に,　PhDおよび博士課程修 了後
の給 費を設定 したほ うがよい。
3.3.3北極 コミュニテ ィ
lPY2007-2008は,北極 の居住 者 と研 究会 との対話
と連係 を強め,　IPYの科 学 ・教育 ・ア ウ トリーチプ ロ
グラムの設計 と実施 に北極居住者 を関与 させな ければ
な らな い。
北極地方 の住民 と極地域の外側で生活す る人び とに
は,異 な るアプローチ と教材が必要 とされ る。開発す
る教材 は,全 体的な アプローチ を 目指 し,自 然科学,
社 会科 学,伝 統 的 な知識 に敏 感 な もの にす べ きで あ
る。特 に重 要 な の は,意 識 を高 め,研 究者 と北極 コ
ミュニティの住民 の間につなが りを作 るための特別 な
機会 と してIPY2007-2008をとらえ ることであ る。
一例 と して,居 住者 の早期 関与 が極北 カナダで開始
されてい る。 これ には,IPY2007-2008の計画 と実施
について極北 カナ ダの居住者 と行った一連 の協議 も含
まれ,そ の結果 は 「北極 で,北 極 のために,北 極圏 の
人間 によって」 とい う最 初の指針 に反映 されている。
この ような北極 圏住 民の積極 的な関与 は,拡 大すべ き
であ る。 多 くのオ ブザーバー と北極 圏8カ 国の参加 す
るフォー ラム 「北極 圏評議会」 は,北 極 圏 と研究界 の
対話 と連係を強化す るうえで,主 導 的役 割を演 じる可
能性を もって いる。
3.3.4一般市民
IPY2007-2008は,一般市 民 に向けて極 地研究 を促
進 し,そ れ によって一般の人び とが 「なぜ極地域 と極
地 研 究 は,地 球 上 のす べ て の 人 に と っ て重 要 な の
か?」 を理解す ることを含め,極 地の問題への意識を
高め,胸 を高鳴 らせ,よ り支援す るようにな ることを
目指 している。 ターゲ ッ トグルー プはグローバルであ
り,極 地域以外 に暮 らす人 びと,北 極圏の居住者,そ
して南極や北極 を訪れ る旅行者 まで およぶ。極年 は,
極地域 とはほ とんど全 く関係 な く遠 く離れ て暮 らす人
び との意識 を喚起す る特別 の機会 と して,利 用すべ き
である。 このイ士事 には,特 別 に計画 した活動が求 めら
れる。 この 目標 を達成す るには,規 模 の大小取 り混ぜ
た博物館 の展示,テ レビの ドキュメ ンタ リー番組,動
物 園,ウ ェブでのライブ放送 など,多 種多様 な方 法や
手段 が利 用で きる。定評 ある科 学情報 セ ンター そ
の多 くは,関 連 する経験 を有 し,極 地 の問題 に もす で
に力を注 いでい る の関与 も利用 したほ うが よい。
極 地 レポー ター,ア ーティス ト,作 家,映 画製作者 な
どのネ ッ トワー クも作 り出せ るだろ う。
3.3.5意思決定者
lPY2007-2008は,資金調達 お よび資 源管理担 当者
を含む,政 府お よび科学界の意思決定者 に,極 地域 の
役割 と重要性を知 らせ ることを 目指 して いる。意思決
定 者 は主 と して政治 家 と高級 官僚 だが,彼 らはIPY
2007-2008に対す る資金拠 出 レベル に影響力 を もって
お り,IPY2007-2008への十分な財政 支援 を確保 す る
ためには,計 画過程 の早 い段階で接触 しなけれ ばな ら
ない。意思決定者 は,要 約 したプ ログラム情報 と,そ
のプ ログラムが政策 および経済的意思決定 にど う関連
するかの説 明を要求 する。 この意思伝達責任 は主 とし
て国や地域 の責任 となる。 もっ とも,そ れを裏付 ける
適切な国際的視 野を もつ ことは有益 だ ろう。
国会 議員,立 法者,政 策 立案者 とい うオーデ ィエ ン
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スは,メ デ ィアや一般市民 を含 むよ り大 きなオー ディ
エ ンスの一部 で もある。 したがって,メ デ ィアや一般
市民 向けに考 案 した取 り組み および戦略 は,意 思決定
者 とい うよ り特殊化 した オーデ ィエ ンスにも貢献す る
だろ う。北極圏評議会加盟諸 国の教育科学担 当大 臣そ
の他 の 代 表者 は,先 ご ろ(2004年6月),IPY2007-
2008の提 供す る機会 を最大 限に利 用 し,持続可能な北
極開発 に関連す る共 同教育 ・研究活動 を助成す ること
を宣 言 した　(www.ipy.org参照)。IPY2007-2008教
育 ・アウ トリーチ ・コ ミュニケー シ ョン計画 は,こ の
協 同表明 を利用 し,こ の最 初の 「機 会」 をい っそ う発
展 させな けれ ばな らない。
一般市民お よび意思決定者 に向 けた極 地研究 と極地
理解の推進 は,レ ポー ター,ア ーテ ィス ト,作 家,映
画製作 者,展 示 会,イ ベ ン トな ど多種 多様 なメディア
と情報チ ャンネルを活 用すべ きである。 コ ミュニケー
シ ョンの取 り組 みを実施 する際に用い るメディアは,
対象 とな るオーデ ィエ ンスに特 に適 した もの とす る。
ア ウ トリーチは また,教 育界へ の直接 的なつなが りを
創 り出 し,維持す る。アウ トリーチ は,IPY2007-2008
公式期 間以 降 も延長すべ きであ り,野 外遠征 の前 に開
始 して,現 場 か ら情報 を伝 え,極 年 の終 了後 に研究結
果 を普及す る。極地域 で研究 を行 う理 由と方法 を伝え
る ことは,結 果 と同 じぐらい重要な ことが多 い。現代
の技術 は,例 えば,リ アル タイムGPSに よる研究者 と
観測船 の位置,現 場か らの ライ ブウェブ放送,Eメ ー
ル を利用すれ ば,イ ンターネ ッ トを通 じて研究活動の
リアル タイ ムのアウ トリーチが可能 にな る。
3.41PY2007-2008の教 育 ・ア ウ ト リー チ ・コ ミ ュ
ニケ ー シ ョンの 取 り組 み の 調 整
国際 レベ ルで は,教 育 ・ア ウ トリーチ ・コ ミュニ
ケー シ ョン(EOC)小委員会 を設 ける必要 が生 じるだ
ろう。 この小委員会 は,国 際的な コ ミュニケー ション
活 動 を調 整 し,IPY2007-2008の教育 ・ア ウ トリー
チ ・コ ミュニケー シ ョンについて広 く受入 れ られ る枠
組 みを策 定 し,国 別 委員会 の コ ミュニケーシ ョン努力
を援助 す るためのアイデア交換 の場 と して機能す る。
IPY2007-2008の教育 ・ア ウ トリーチ ・コ ミュニケー
ションの枠組 みは,各 参加者 の ビジネス,言 語,文 化
面 のニー ズに適応 でき ると同時 に,IPY2007-2008の
明確 な方 向,独 自性,「声」を保持 した もので あるべ き
だ。主導 的な教育者 および専門の伝達者 を招 き,こ の
きわめて重要 な小委員会の委員 を務め させ るのが望 ま
しい。
EOCノ」＼委 員会 は,　iCSU-WMOのIPY2007-2008共
同委員会(第4項 参照)の 諮問小 委員会 とな る。　EOC
ノ」＼委 員は また,IPY2007-2008プロジェ ク トとも協議
して,各 プ〔コジェク トの教育 ・ア ウ トリーチ ・コ ミュ
ニケー シ ョン計画を改善 する とともに,各 プ ロジ ェク
トが指定 された活動 を実行す るための国内 または国際
資金 の確保 に向 けた努力 を支援 する。 この小 委員会 は
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さらに,　IPYの特定 の科学 プロジェク トとは関係のな
い,IPY2007-2008教育 ・ア ウ トリー チ ・コ ミュニ
ケー シ ョンプログラムの提案 に対す るフィー ドバ ック
も提供す る。　EOC小委員会 は,極 地科 学情報専門の特
別 な教育 ・ア ウ トリー チ ・コ ミュニケ ー シ ョ ン研 究
所/センターを結びつ けることにな るだ ろう。
EOC小委員会 は,例 えば以 下の ような役 を担 うこと
によ って,国 際的 な教育 ・ア ウ トリーチ ・コ ミュニ










lPYプロジ ェ ク ト提 案 によ っ て提 出 され た教
育 ・アウ トリー チ ・コ ミュニケー シ ョン計画 に
関す るフ ィー ドバ ックを,共 同委員会 に提供す
る。
教育,ア ウ トリーチ,コ ミュニ ケー シ ョンのコ
ミュニ ティ間 の国際交流 を容易 にす る。
共通標準 およびプロ トコル を開発 し,　IPYの名で
行 われ る教育 お よびア ウ トリーチ活動 のため の
簡単な ガイ ドライ ンと資源 を提供す る。
教育 ・ア ウ トリー チ ・ウェブサイ トを維持 し,
そ こで|PYのすべ ての教育 お よびア ウ トリーチ
活動 を リス トに して説明す る。
年4回 電子 ニ ュー ス レター を製作 して しか るべ
きオーデ ィエ ンス にメールで送信す るとともに,
ウェブ に掲示 す る。 このニ ュー ス レター に は,
1PYの活動や 問題点 に関す る特集記事,次 回の会
議や会合 の詳細,実 地調査 の主な 出来 事な どを
盛 り込む。
図解 入 りの冊子 やパ ンフ レッ トな どの資料 の作
成。国別委員会で翻訳 し,異なる言語 で配布す る
ことがで きる。
国際的な教育 お よび アウ トリー チ活動 に対す る
資金調達 の可能性 を確認 する。
ニ ュース レター,会 合,ネ ッ トワー クを通 じて,
国 内 お よび 国際 機 関 の間 で教 育 お よび ア ウ ト
リー チ活動 を促進す る。
子 ども国連総会 をモデル に,IPYのため に子 ども
北極 圏評議会 と子 ど も南極条約協 議会議 を考案
す る。
|PYの特 別 観 測 日に合 わ せ て 学校 で国 際 ポ ー
ラー デー を設 け るとい った行事 の策定 に取 り組
む。
国別IPY委員会 とIPYプロジェク ト運営委員会(4.
5項参 照)は,さ まざ まな教 育 ・ア ウ トリー チ プ ロ
ジェ ク トも組織 し,既 存 のア ウ トリーチ お よび教育
ネ ッ トワー クな らび に組織 の利用 は不 可欠 にな る。
lPY2007-2008に貢献 する個 々の国は,例 えば,国 別
IPY2007-2008委員会 のノ」＼委 員会 の よ うな,ア ウ ト
リーチ活動 の策定 と調整 を補助す る国内の機関 が必要
か もしれない。この ような国別EOC委 員会 は,以 下の
よ うな活動 を通 じて,教 育 ・アウ トリーチ ・コ ミュニ
ケー シ ョンプ ログラムを作 り上 げてい くことにな る。










ター ゲ ッ トを,各 国のニー ズお よび教 育 プ 〔〕グ
ラム に設定す る。
国別 の教育 ・ア ウ トリーチ ウェブサイ トを維持
し,IPYのすべての教育 お よびア ウ トリーチ活動
を リス トア ップ して説 明を掲載 す る。
既存 の国別 コ ミュニ ケー シ ョンプ ログラム お よ
びイ ニ シアテ ィ ブを確認 し,そ れ らを土台 に し
て国別 のIPY　教 育 ・ア ウ トリー チ計画 を構築
す る。
各国言語 によ り資料 を作成 し,出 版 する。
国内の機関,組 織,ネ ッ トワー ク間で教育 および
ア ウ トリーチ活動 を促進 す る。
現 場のIPY研究者 と教育 ・ア ウ1・リーチ プ ログ
ラム間 にお ける高帯域 通信 の開発 を確保 する。
既存 の科 学お よび歴史 論議 に,極 の重 要性 を導
入す る。
博物 館や美術館 での極地 関連 の全 国お よび地域
展示会 の展開を奨励 する。
印刷 メデ ィア に加 え,各 国のテ レビ ・ラジオの
科 学番組 向けに資料 を提供 する。
国別IPYスタンプのデザイ ンの普及 を促進す る。
国別IPY実地 活動へ の生徒 お よび若 い科 学者 の
関与 を促進す る。
を象徴 する矢印に置 き換 えている。
図1.提 案 さ れ て い る|PY2007-2008用の ロ ゴ
3.5
の確立
lPY2007-2008のビジ ュ ア ル ア イ デ ン テ ィ テ ィ
lPYロコ
lPY2007-2008を幅広 いオーデ ィエ ンスに伝 え るう
えで,人 び とがプ ログラム と結 びつけて考 える ことが
で き,か つ またプ ログラムの背景がわ かるような視覚
的合 図をもつ ことが重要 である。最初,　NASAのグラ
フィ ックデザ イナーが極 の撮像 のカラー合成画 を組み
立 てた ところ,そ れ によってIPY2007-2008の包含す
るものが きわ めて印象的 に表示 された。個 々のイ メー
ジは,地 理,ジ オスペー ス,生 態系 と社会,技 術的能
力,そ して科学 フロ ンテ ィアの研究 を表す。 この合成
画 は,パ ワーポイ ン トによるさまざまな プ レゼ ンテー
シ ョ ンや報告 書 の表紙 で特 徴 的 に採 用 され,既 存 の
lPY2007-2008ウェブサ イ トで も広汎 に使 用 され てお
り,プ ログラムの普及促進 という目的 に非常 に役立 っ
ている。
この他 に,カ ラー また はモ ノクロで使用で き,き わ
め てノ」＼さい画像 に縮ノ」＼して もIPY2007-2008の識別 能
力 を失 うこ との な い,よ りシ ンプル な アー トワー ク
(ロゴ)も 必要 とされ ている。ロゴの概要 は,極 地域を
特定 し,過 去 のIGYにも触 れなが ら,極 地域 に対す る
意識の高 ま りとそ こで の活動 という遺産の構築 にも 目
を向 ける とい うもの だ った。 さ らにまた,IPY2007-
2008におけ る人 的倶1」面 の重要性 も明確 に示 さな けれ
ばならな い。図1に 示す ログは,も とのIGYの地球 ロ
ゴを意識的 に取 り入れ ているが,南 北両極 を強調 し,
人的側面 を象徴す る大 きな人の姿 を重ね合わせ,も と




4.11PY2007-2008の実 施 原 則
IPY2007-2008が成 功 す るた め には,効 率 的 な コ
ミュニケー シ ョンを助長 して優 秀な人材 を引 きつけ る
しっか りした組織 構造が必要 であ り,官 僚 支配 は最小
限 に留めな けれ ばな らない。 つ ま り,既 存 の極地 関連
組織 を有効利用 し,そ れ らの組織 の役割 が重複 するの
を避 けなが ら,必 要な調整 お よび監督機構 は追加 す る
シンプルな枠組みが必要 だ とい うことであ る。 その枠
組 み は,想 像 力 に富んだ革新 的な方法で既存 の計 画に
適 合 して結び つ こうと し,IPY2007-2008期間 に対 す
る一部の ロジステ ィクススケ ジュール とその他 の活動
はす で に大部分 が規 定 され てい る ことを認識 しつ つ
も,主 要な利害関係者 に影響 を与 え る手段 を提供 しな
ければな らない。
この実施 計画 は,IPY2007-2008に参加 す る見込 み
のあ るすべての関係者 に均等 な機会 を与 え,　IPYの目
標 を満たす プ〔〕ジェク トを促 す,透 明で包括 的なプ ロ
セ ス とな るこ とを 目指 してい る。IPY2007-2008の中
核 とな る参加者 は,研 究者 の 自己組織 グループ,彼 ら
の親 組織,極 地域 の研究 とモニ タ リングで一 定の役割
を担 う既存の団体,並 び にそれ らの団体 の協会 であ ろ
う。
4.21PY後援者 と してのICSUおよびWMOの 役割
lPYの後援 者 で あ るICSUとWMOは,以 下 に述 べ
る国際極年2007-2008共同委員会(JC)を 設置 し,そ
の活動 に資金を提供す ることにな る。　ICSU,　WMO,共
同委員会 はいずれ も,過 去 また は将来 にわた り,国 内
また は国際的な極地研究 プログラム に対す る権限を求
め ようとは して いない。　JCのア プローチは,IPY2007
-2008の全体 的な利益 のために,激励,説 得,合 意構成
を通 じて国内お よび国際機 関の行動 に影響 を与え るや
り方であ る。 唯一 の例外 としてWMOは,　 WMOが 承
認 して資金を提供す る内部 プログラムか らのIPY貢献
に対 し,直 接支配力を行使 す ることにな る。
4.31PY2007-2008の参 加 者
IPY2007-2008の研究活動 は,大 学研 究 グルー プ,
そ の他 の研究 組織,各 国気象 サ ー ビスな どの運 営機
関,お よび 国際組織 か らの科 学者 と補 助 ス タ ッフ に
よって実行 され る。
デー タ管理は個 々の研 究活動 の範囲内で,寄 与組織
が訓練 を受 けたデー タ専 門家を用いてサポー トする こ
とが見込 まれ てい る。IPY2007-2008のデー タセ ッ ト
が,極 地 研究能力を増 した極年 の長期 的 目標 を達成 す
べ く管 理 され るこ とを確保 す るため に,デ ー タ管理
は,　JCの任命 す る専 門的 なデー タ方針 ・管理 小委 員
会 が定義す る原則 に従 わな ければな らない。
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lPY2007-2008の教 育 およびア ウ トリーチ活動 は,
科 学者 とそのサポー トチー ム,IPY2007-2008国別 委
員会,　JCおよび状況 に応 じてその他 の組織 が,両 方 を
実行す る ことになる。IPY2007-2008のこの きわめ て
重 要な側 面 は,　JCの任命 す る教 育 ・ア ウ トリーチ ・
コ ミュニケーシ ョン小委員会が指導,助 言,進 行す る
ことになる。
4.41PY2007-2008の資 金 調 達
lPY2007-2008の活 動 に対 す る財政 的支援 は,既 存
の資金提供機 関に研究者 が申 し入れ を して獲得す る。
こうした機 関の多 くは,特 定 の要請 を ともな うIPY関
連 の活動 を奨励 する ことになる。 したがって研究活動
は,欧 州委 員会 な どの地域 および国際出資機 関を通 じ
るほか,主 と して国内の機構 を通 じて承認 され,資 金
提供 を受ける ことになる。
共 同委員会 は資金提供機 関ではな く,分 配す る資金
は もっていない。 もっ とも,以 下に述 べ るiPY2007-
2008公式 参加 の身分 を付与 す る提 出プ ロセ スを管理
する。
4.51PYの 組 織 構 造
IPYの活動 の実施 に向けた権能付与 のイ±組み を整 え
るため に,IPY2007-2008に対 して次ペ ー ジに示す構
造(図2)が 設定 され る。
4.5.11PY共同委員会 の役割
IPY2007-2008共同委 員会(JC)は,2009年末 まで
存在 す る。　JCは,　|CSUとWMOに よって指名 された
2人の共 同議 長 と12人以下 の追加 メ ンバー で構成 す
る。すで にSCAR(南極研究科学委員会),　IASC(国際
北極科 学委員会)お よびIOC　(UNESCO政府 間海洋 学
委員会)に 対 し,そ れぞれ職権上 の代表 を指名 す るよ
うに要請 してい る。 加 えて,　ICSUとWMOの 理事 長
も それぞれ職 権上 の委員を指名 す ることにな る。共
同議長 は,上 記以外 の人物 に対 し,必 要 に応 じて特 定
の議題項 目に関す る会議 への出席 を招聴 する ことがで
きる。
共 同委 員会 は,IPY2007-2008の全体 的な科学 的計
画,調 整,指 導,監 督 の責任 を担 う。 その任務 を遂 行
する に当たっては,国 際プ 〔〕グラムオ フィス(以 下 に
説 明)の サポー トを受 ける。JCはすべての関連 す る組
織 お よび国別1PY委員会/連絡 窓 口担 当者 と密接 に協
力す る。共 同委員会 は,年 に2回 以上会合 を開 く。
合意 した委任事項 か ら取 出す と,共 同委員会 の具体
的な任務 は以下 の ような ものであ る。
1.提 出 され た意 思表 明お よび/また は提案 に基 づ
き,プ ロジ ェ ク トにIPY2007-2008の公式 参加
身分 を与 え る。
2.し か るべ き機 関 との密接 な協議 の上 でIPY2007
-2008の実施計画 を策 定 して常 に検討 す る とと
もに,そ の計画 が利用可能 資源 を最適 利用 す る
ことを確保す る。
3.IPY2007-2008プロジ ェ ク トの設計,指 導,開
発,監 督のイ士組みを確立す る。
4.IPY2007-2008のデー タ方針 お よびデ ー タ管 理
プ ロ トコル の策 定 にあた り,デ ー タ方針 ・管 理
小委 員会の設 置 と指導 を通 じて リー ダー シ ップ
を発揮す る。
5.教 育 ・アウ トリー チ ・コ ミュニケー シ ョン小 委
員会 を任命す るな ど して,IPY2007-2008の目標
と業績の普及を促進す る。
6.他 の関連組織 のIPY2007-2008への積 極的 な参
加を促す。
7.IPY2007-2008諮問フ ォー ラムの会議 を召集 し,
すべ ての利害関係者 を招 く。
8.共 同委員会 の設置す る小 委員会 の活 動 も含 め,
計画 および調整活 動 に対 す る追加 資金 を募 る。
また,IPY2007-2008プロジェク トをサポー1・す
るよ う国内お よび国際資金提 供機 関を説得す る
手助 けをす る。
9.IPY2007-2008国際 プ ロ グラムオ フ ィスの活動
を監督,指 導 す る。
10.共 同委員会 の各会合後 に,IPY2007-2008の進展




ク ト運営委員会(PSC)を 設 ける ことになる。共 同委
員会 は,プ ロジェク ト運 営委員会 とその リーダーを確
認 して認 知す る。 リー ダーは,プ ロジ ェク トと極年組
織構 造の他 の要 素 との連絡 窓口の役 を果 たす。運営 委
員会 の規模 は,プ ロジェク トの複雑 さに見合 った もの
にす る。小規模 または単純 なプ ロジェ ク トの場合,プ
ロジェク ト運営 委員会 の機能 は1人 で扱 える と判断す
るか も しれない し,も っ と複雑 なプ ロジェ ク トの場合
には,よ り大 がか りで国際的なプ ロジェ ク ト運営委員
会 を設 け ることが予想 される。 プ ロジェ ク ト運営委員
会 の活動資金 は,関 連す るIPY2007-2008プロジェ ク
トの国別参加者 が提供す る。
プ ロジ ェク ト運営 委員会 は,当 該 プ ロジェ ク トの科
学活動 の詳細 な計画,執 行,報 告 に対す る責任 を担 う。
各 プ ロジ ェク ト運営 委員会 は,共 同委員会 および他 の
プ ロジェ ク ト運営委 員会 リー ダーへ の通信 リンクとな
る リーダー を1人 特定 しなけれ ばな らな い。
プ ロジェ ク ト運営委員会 は,か な りの自律 を与 えられ
る。 メ ンバー は活動 の積極的な参加者 とな るか,ロ ジ
ステ ィ クス,デ ー タ管 理,教 育 ・ア ウ トリーチ ・コ
ミュニケー シ ョンな どの不可欠な要素 に責任 を担 うこ
とを期待 され ている。
4.5.3国 際 プ ログ ラム オ フ ィスの 役 割




プ ロジェ ク ト#2に 貢献
国際協調 による国別活動
プ ロジェク ト#3に 貢献
プ ロジェク ト運営委員会#1 プ ロジェ ク ト運営 委員会#2 プ ロジェク ト運営委員会#3
IPY諮問 フ ォー ラム
ICSU-WMO共同委員会
お よび小委員会
● 教育 ・ア ウ トリーチ
● デー タ管理
IPY国際プ ログラムオフィス
図2.　 IPYの組織構造。 全体的な プログラム は,諮 問 フォー ラム と|CSU-WMOによるIPY-JCが連携 で取 り組 み,国 際
プログラムオ フィスのサポー トを受 ける。 個 々のプ ロジェ ク トは,プ ロジェク ト運営委員会の指揮下 において,あ る程
度の 自律を もって運営 され る。 個々の項 目をつな ぐ線 は,双 方向の通信経路 と意思決定(上 方)ラ イ ン(で きる限 り合
意 によ り行使す る)を 示 してい る。
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フル タイムの職員 によるサポー トが必要 にな る。 さま
ざまなIPY委員会やノ」＼委員会の委員 を務め るIPY参加
者 のほ とん どは,学 会や利害関係機関か ら集めたボ ラ
ンテ ィ ア に な るだ ろ う。 国 際 プ ロ グ ラム オ フ ィ ス
(IPO)は,共同委 員会,そ の小委員会,規 模の大 きい
プ ロジェ ク ト運営委員会(程 度 はよ り限 られた もの に
な るが)に 対 し,日 々の管理運営上のサポー トを提供
す る。 国際プ ログラムオフィスは,　IPYの実施 に不可
欠な要素 である。 国際 プログラムオ フィスは,特 定の
任 務 を充 て た分 散 支所 を 置 くほか,必 要 に応 じて
|CSUやWMOの 施設を使 用す ることがで きる。
ICSUおよびWMOは,国 際 プロ グラムオ フィスの
支援 と資金提供 をす る用意の ある国 また は組織か ら,
提案 を募集す る。提 出された複数の提案の中か ら選考
す る際には,そ の提案が国際 プログラムオ フィス に期
待 され る以下 の機能 をどの程度提供す ることがで きる
か を基準 にす る。
1.　ICSU-WMO共同委 員会 によるIPY2007-2008の
中央計画,調 整,監 督,指 導 に対 し,積 極的な支
援 を提供す る。
2.共 同委員会 の会合 と活動 を支援す る。
3.IPY2007-2008国別委員会,関 連す る国際 プ〔コグ
ラム,す べ ての参 力ロまたは関心 を示 す組織 お よ






IPY2007-2008の「ブラ ン ド」 の開発 と宣伝用の
資料 作成 の調 整 を通 じて,ア ウ トリー チお よび
教育 プ ログラムの策定 を支援す る。
極年 に関す る国際会 議や ワー クシ ョップを組織
および/または調整す る。
しか るべ き あ らゆ る手 段 に よっ て,IPY2007-
2008を国際的 に宣伝す る。
IPY2007-2008の組 織全 体 への研 究成 果 の普及
を調整す る。
IPY2007-2008の調 整 お よび監督 構造 を維 持す
るための資金 の取得 を手助 けす る。
IPY2007-2008ウェブサイ トをサポー トし,維 持
す る。
国際プ ログラムオフィスは,共 同委員会 をサポー ト






















4.5.4諮問 フォー ラムの役 割
IPY2007-2008の利害 関係 者 の数 の多 さを考 え,諮
問 フォー ラム(CF)を設 置 して,さ まざまな利害 関係
者間の対 話,IPY2007-2008の考 え方 の表 明,IPY2007
-2008の進展 に関す る共 同委員会 との情報交換 の場 な
どを は じめ,極 年の進展を協 議す る機 会を提供 す る。
湖 の フォー ラムで利 害 関係 者 が表 明す る意見 や見解
は,IPY2007-2008の計画,実 施,管 理のあ らゆ る側 面
におい て共同委員会 によって検討 され る。 諮問 フォー
ラム は年 に1回 集 ま り,　JCとIPOが調整 役を務 め る。
これ らの会合 に対す る資金 は,参 加者 が提 供す ること
にな る。
4.5.51PY2007-2008国別委員会の役割
IPY2007-2008国別 委員 会 の 機能 的責 任 は,国 に
よって異な る。一部の国で は,資 金調 達 プロセス に国
別委員会が関わ ることもあ るだ ろう。 すべての国 にお
いて,こ れ らの 委員会 は以 下 の一般 委任 事項 に した
が って活動す るもの と見込 まれてい る。
1.共 同委員会 か ら国内科 学界 および国家気象 サー




IPYプログラム活動 の形成 に当た り,共同委員会
に国 内の意見や情報 を提供す る。
1PY2007-2008に貢 献す る国別活動 の計 画 と実
施 を 円滑 化 す る。適 切 な場合 に は,IPY2007一
その他の国際年イ ニシアテ ィブ
ボ ックス4
2007年のIGY50周年 に特 別 な活 動 を 行 う 団 体
は他 に も あ るが,そ れ らの 活 動 は多 くの 目標 や 起
源 をIPY2007-2008と共 有 して い る。　ICSUのさ
ま ざ まな 組 合 は,こ う した 取 り組 み の 調 整 を 行 っ
て い る。　IPOはこ う した 他 の プ ロ グ ラ ムの 公 式 連
絡 窓 口 の 役 目を 果 た して お り,ま た,IPY2007-
2008の採 用 した オ ー プ ンな 開 発 プ ロセ ス は,こ
れ ら の プ ロ グ ラム が 新 た に生 まれ る極 年 プ0グ ラ
ム に遅 れ を と らず に い られ る こ と を確 保 す る もの
と期 待 され て い る。IPY2007-2008は,これ らの
プ ロ グ ラ ム と適 当 な レベ ル で の 関 与 お よ び協 力 の
共 有 を追 求 し,確 立 す るだ ろ う。
関 連 した 取 り組 み:
匡|際惑 星 地 球 年　(The　International　Year　o†Planet
Earth,現在 の 呼 称 は 「The　Year」)
(http　:　//www.esfs.Org/)
電 子 地 球 観 測 年　 (The　Electronic　Geophysical
Year,　eGY)
(http　:　//www.egy.org/)








2008の意 思表 明 お よび/ま たは提 案の支 持 も含
む。
国別 に収 集 したIPYデー タが,IPY2007-2008内
で のデー タ交換 のため に策 定 したプ 〔〕トコル に
したが って,国 際研 究団体 が利用 で きるよ うに
確証す る。
ア ウ トリーチ,教 育,コ ミュニケー シ ョンの問題
に対 し,国 内 レベルで先導的役割を担 う。
必要な国 内資金,ロ ジスティ クス支援,そ の他
lPY2007-2008目標 に貢 献 す る国別 活動 の実 施
の支援 の提供 を促 し,円 滑化す る。
国際的科 学協調 お よびIPY2007-2008の統合 に
要す る費用へ の国別 の貢献 を促 し,円 滑化す る。
IPY2007-2008の計画,実 施,デ ータ管理,発 表
に際 して共 同委員会 を補助す る。
地域 および 国別 のIPY2007-2008会議 を主 催す
る。
4.5.6その他 の機 関の役割
現在 のIPYと以前 のIPYで著 し く違 うところは,非
政 府 と政府 を問わず多数 の機 関が存在 し,そ れ ぞれが
極 地域 で行われ る科 学活動 の国際協調 において,確 立
した役害1」と正 当な利害 を有 している ことである。 これ
に関 しては,南 極条約協議会議 と北極 圏評議会 が特 に
意義深い。
組織 間で取 決めを結 べば,既 存機 関の努 力,資 金提
供,影 響 力を想像 力 に富む費 用効果 の高い方 法で利 用
してIPYの実施 に役立てなが ら,同 時に またその機 関
がIPYに関与 す ることで得 られ る独 自の利益 も満 たせ
るとい う可能性 が存 在す る。 こう した多数 の機 関は,
すで にIPYを支持 してい る(付 録3参 照)。
4.61PYの 内 容認 定 プ ロセ ス
4.6.1意思表明の募集
本報告書で略述す るテーマお よび観 測 目標をサポー
トす る プ ロジ ェ ク トや 活動 で 構成 され る|PY2007-
2008を円滑 に進 め,特 に複雑な ロジステ ィクスを とも
な うプ ロ ジ ェ ク トを は じめ,短 い時 間枠 の 中 でIPY
2007-2008を進展 させ るためには,,共同委員会 は関係
各界の意見 を集め るべ く速やか に行動 しな けれ ばな ら
な い。 こ う した意 見収 集 は,い くつ か の意 味 でIPY
2007-2008の利益 にな るだ ろう。 第一 に,初 期の段階
でできるだけ広範囲 な考 え方や アイデ アが利用可能 に
なる ことは,全 体的 なプ ログラムの計画 に役立つ。第
二に,新 興 プ ロジ ェク トは早 い段階 で共 同委員会か ら
承認 を得れ ば,母 国で資金提供先 を探す上 で助 かる。
第 三に,資 金 および ロジスティ クスの支援組織 は,早
い うちに 自国(お よび他 国)に 対す るIPYのある程度
の関係 が得 られれば,そ れを利 用 して国家予算 に働 き
か けることによって恩恵を得 る。
こう した相互 に支え合 う利点があ ることか ら,2005
年1月14日 まで に共 同委員会 に簡 略な意 思表明 を提
出するよ う呼 び掛 けが行われ た。 特 定の情報を合 計4
～5ペ ー ジ以 下 の電子 書 式 で提 出す るよ う求 め られ
る。 完成 した書式 の提 出例 が,締 切 のかな り前 にウェ
ブサイ ト上 に掲載 される。 この提 出によって,提 案さ
れて いる各活動が以下 に述べ るPY2007-2008基準 を
どの くらい満 たすのかを評価 す る際 に,共 同委員会 の
必要 とす る情 報が提供 され ることにな る。 これ らの基
準 は科 学的 内容,実 行 可能 性,デ ー タ管 理,ア ウ ト
リーチ と教育,全 体的な プロジェク ト管理 を対象 と し
た もの で,　IPYの目標 お よび特性(1.5項お よび1.6
項)を もとに設定 されて いる。
共 同委員会 は,予 備 的なiPY2007-2008公式参加身
分 を与え る目的で,こ れ らの提 出物を時宜 にかな った
や り方で審査す る。共同委員会 は各提出 に回答 し,必
要な場合 には全体的なIPY目標 に対す る提案 プロジェ
ク トの貢献度を高め る方法 につ いて助言 を行 うな どす
る。例え ば,提 出され ている他の プロジェク トとの協
力部分 を増や してはど うか と提案す るの も,そ の一つ
である。 提 出され た意思表明 は,1PY2007-2008ウェ
ブサ イ1・　(www.[PY.Org)に掲示 され(共 同委員会の回
答 は掲示 され な い),参加 の見込み のあ るすべ ての 関
係者 が,他 の関連 プロジェク トに リンクして全体的な
lPY2007-2008プロ グラム を 強化 す る機 会 を提 供 す
る。
過 去1年 でIPY2007-2008が広 く認識 され ているこ
とか ら,大 半 の関係 グル ープは この短 い締切期限 を何
とか処理 できるのではないか と期待 され ている。複雑
な ロジスティ クスや長 い準備期 間の必要 なプ ロジェ ク
トは,こ の意思表 明の募集 で認定 され る ことが絶対条
件 である。 その後 もIPY活動 として検討す るための提
案を提 出す る機会 はあ り,例 え ばIPY2007-2008プロ
グラム期 間の後 半にス ター トす るプ ロジェ ク トや,さ
ほ ど複 雑 で はな いプ 〔コジ ェク トを受 入れ る ことはあ
る。 しか し,2007年までの準備期 間は,と りわけ極地
の ロジステ ィクスの利 用可能性 に関 しては比較 的短 い
ため,全 体的なIPY2007-2008プ⊂〕グラムに うま く統
合 しようとす るのであれば,プ ロジ ェク トはできるだ
け早い うちに提 出 した ほうが断然有利 であ る。
4.6.21PY2007-2008活動 の認 定基準(科 学,実 行可
能性,デ ータ,ア ウ トリーチ,教 育)
意思表明 は,そ のプ ロジェ ク トが以下 の基準　(IPY
2007-2008の目標 と特性 を もとに設定)を 満たす こと
を実証す るもの と見込 まれて いる。 しか しなが ら場合
によっては,特 にこの予備の段階で は,す べ ての基準
が満た され るわ けで はな い。 その ような場合 は,提 案
者 はその特定 の基準が満た され ていな い理 由を説明 し
なけれ ばならない。
|PYプロジェク トの認定基準 プ ロジェク トは以
下 の条件 を満 たさなけれ ばならな い。
1.IPY2007-2008の1つ以上 のテー マ にお いて著
しい進歩 を遂 げる。
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2.1カ 所以上 の極地域が関与 し,IPY2007-2008の
時間枠 内で行われる。
3.国 際協 調 に貢献 する。
4.実 行可能 な管 理計画 と組 織構造 を提 示す る。 コ
ミッ トメ ン ト(資金提供,ロ ジスティ クスなど)
が予定 される 日程 を含 む。
5.実 行可 能な資金確保 の方法 を提示す る。
6.適 切 な ロジステ ィクス支援 を確保す るための実
行 可能 な計画 を提案す る。
7.IPY2007-2008のデー タ管理 の原 則 と 目的 に署
名 し,実 行可能 なデー タ管理計画 を提案す る。
8.教 育,ア ウ トリー チお よび コ ミュニケー シ ョン
活動 に対す る,実 行可能 な計画 また はアプ ロー
チ を提案す る。
9.次 世代 の極 地研究 家を どのよ うに育成す るか示
す。
さらに以下の基準を加えれ ば,付 力ロ価値が高 まる。
1.従 来極地研究 に関わ って こなか った国を含 む。
2.イ ンフラス トラクチ ャーの遺 産(観 測地点,施
設,シ ステム)を 残す機 会を提供 す る。
3.既 存の計画,プ ログラム,イ ニシアテ ィブを活 か
す。 あ るい は少な くともそれ らと衝 突 しない。
4.学 際的要素を有す る。
5.IPY2007-2008の1つ以 上 の国別 委員 会 に よ り
「支持」 されてい る。
4.6.3意思表 明の審査 とフ ィー ドバ ック
共 同委員会 は,提 出された意思表 明が上記 の基準 を
どれ くらいち ゃん と満 た してい るかを評価 した うえ
で,提 出を3つ の カテ ゴ リー の うち1つ に割 り当 て
る。 この客観的評価 は,2005年1月末前 に開始 され,
提 案者 には2005年2月末以前 に回答が提供 され る。3
つの評価 カテ ゴ リー は以下 のとお り。
1.す べ ての基準 を満 たす提 出。 これ らは本提 案 に
仕上 げるよ う促 され る。また,受 理可能な本提案
を受取 るまでの間,IPY2007-2008出版認可を採
用 して使用 す るため の仮 許可 をは じめ とす る,
正式認 定 を受 ける。 ほ とん どの基準 を満 たす提
出(満 た さない基準 については,十 分正 当な理由
を述べ る)も,同 様の扱 いを受 ける。
2.す べ てで はな いが多 くの1PY2007-2008基準 を
満たす提 出。共 同委員会 の判断 と して,IPY2007
-2008目標 を満 たす に当た りか な り改善 で きそ
うな提 出 はい くつか ある もの と見 込 まれ る。共
同委員会 は,IPY2007-2008基準 を満 たすにはど
うすれ ば よいか指 導 し,修 正 した意思 表明の再
提出を促 す。この指導 は,共 同委員会 の最 も重要
な役割 の一 つ とみなされ ている。この ことは,科
学,国 際協調,有 効性,社 会へ の関与度 について
最 高水準 を維持 しながらも,IPY2007-2008をで
きるだ け包括 的 なもの に しよ うとい う後 援者 の
意向を示 している。
32
3.IPY2007-2008目標 に関係 な い と評価 され た意
思表 明 または提案 につ いては,そ れ以上 の検討
を省略す る。
意 思表 明の評価 が終 了す ると,　JCはこの段 階 にお
ける結果 を直 ちに諮問 フォー ラム(CF)に報告す る。
その際,研 究 の円滑化,不 均衡 また は格差の是正な ど
の役割 においてCFが 特 に価値 を発揮す る と思 われ る
問題点 を強調す る。 共 同委員会 は,必 要 に応 じてCF
か らの コメ ン トを考慮 に入れ る。
4.6.4本提案の作成 と提出
共同委員会の回答を得た後の期間は,提 案者 が 自分
た ちの計 画 を本 格 的 に練 り上 げ,研 究 の実施 と管 理
(しか るべ き追加 共同研究があればそれを含 む),デ ー
タ ・情報管 理,教 育/ア ウ トリーチ計画 を立 て るため
に費や され る。提 案者 は,国 別 委員会 の支持 を取 りつ
けることにも努 めな ければな らない(ま だ得 ていない
場合)。本提 案は2005年6月を提 出期 限 と し,完 全 な
科 学提 案 と,プ ロジ ェ ク ト運 営委 員会 の構 成 お よび
リー ダー の指 定を含め,4.6.2項に示 したすべ ての基
準 に関する詳細 な記述 を含 んだものになる。
4.6.51PY活動の認定
提 出された本提 案 に基 づ き,　JCはどの提案 がすべ
ての基 準 を満 たすか を決定 し,そ の活動 をIPY2007-
2008公式 プログラムの一 部 と して承認 す るとともに,
そのプ〔コジェ ク トがIPY出版認可 を使用す る許可を与
え る。　JCはこの最終評価の一環 と して,プ ロジェク ト
運営委員会 およびその リー ダー を確認 して認知す る。
4.6.6プロジ ェク ト運営委員会の出番
共 同委員会 によるIPY2007-2008公式 プ ログラムの
要素の認定が終わ ると,プ ログラム全 体の実現 に対す
る強調点 はプロジェク ト運営委員会 に移 る。 これ らの
委員会 は,担 当活動の資金の確保,十 分な ロジステ ィ
クス 支 援 の 提 供 の確 保,担 当 デー タ の適 切 な管 理
(アー カイ ビングと利用可能性 を含 む),担 当活動 の一
般市民,意 思決定者,教 育 関係者 への効果 的な伝達 に
対 す る責任 を担 う。
プ ロジェク ト運 営委員会 は,　IPYの公式期間(2007
年3月1口 ～2009年3月1日)を 通 じて,　JCによる
継続 的な支援 と監督,お よび国際プ ログラムオフィス
による通信支援機能 の提供 を受けなが ら,プ ロジェ ク
ト実施 の舵 を取 り続 ける。
4.6.7タ イム スケ ジ ュー ル
「2004年11月初 旬 」　 ICSUとWMOは,　 JCに 代
わ り,IPY2007-2008プロジ ェ ク トに対 す る意 思 表 明
の 提 出 を呼 びか け る。 これ らの提 出 は,上 記4.6.2項
に規 定 したIPY2007-2008認定 の 基 準 に対 応 した もの
で な けれ ばな らな い。
「2005年1月14日 」 意 思 表 明 の提 出期 限 。 これ
らは主 に,か な りの ロジステ ィクス支援 を必要 と し,
よって必然的 にロジステ ィクスの準備期間が最長 とな
る活動 を提案 したもので あることが望 まれ る。
「2005年2月」　 JCは意思表明を審査 し,基 準 を
満 たす もの,ま たはある程度修正すれ ば基準 を満たせ
るものについて,仮 認定 を行 う。 ガイダ ンスを添えた
手紙 がすべ ての提案者 に送 られ る。
「2005年3月」　 JCは諮問 フォー ラム との会 議 を
開 き,1PY2007-2008の全 体的 な範 囲 を再検討 す る。
場合 によっては,国 別委員会 および ロジステ ィ クス担
当者 か ら資金調達 および実施 に関す るコメ ン トの検討
も含 む。
「2005年6月」 最新 の計画 と資金 お よび支援 に
関す るより詳細 な情報 を加 えた,完 全 な提案 の提 出。
この段 階で資金調達 と支援 が確定 できない場合,提 案
に確約 が見 込 まれ る月 日を示 してお く。
「2005年の後半」　 JCはIPY2007-2008公式 プ ロ
グラム に貢献 す るプ ロジ ェク トと活動 を決定 し,発 表
す る。
その後,2005年か ら2006年の間に さらに機会 を設
け,IPY2007-2008の活動 と して検討す る提案 を追加
提出で きるようにす る。 よ り複雑 な ロジステ ィクス資
源はすで に割 り当てが終 わ ってい るため,こ れ らは主
と して,ロ ジステ ィクス面で さほ ど複雑 ではないプ ロ







し,　ICSUがプ ログラムを主導す る手段 を考 案す る こ
とであ る。
具体的 には,グ ルー プの任務 は以下の ような もの に
な る。
1.　IPYに対す る既存 のア イデア につ いての情報 を
集め,要 約 し,広 く入手可能 にす る アイデ
アの中央集配セ ンターの役割 をす る。
2.幅 広い 当事者 間 にお いて,　IPYの目標 と考 え られ










IPYに対す る一連 の 目標 を策定す る。
IPYに対 す る最 初 のハイ レベル科 学計画 を策定
す る。 これ は計 画 プ 〔〕セス を通 じて若 い科学者
を関与 させ るものである。
次期IPYにお ける正 規 およびイ ンフ ォーマル の
教 育,な らび に一般市民を対象 と した,一 連 の明
確な 目標 を策定す る。
IPYの設計,開 発,指 導,監 督 のためのイ±組み の
提 案を策定 する。
2004年2月のICSU理事 会会合 において,計 画
草 案を提示す る。
2005年のICSU第28回総会 において,IPY2007
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付録3
lPY2007-2008を支持 また は参加す る国内 ・国際組織
・　Antarctic　Treaty　Consultative　Meeting　(ATCM)
南 極 条 約 協 議 国 会 議
・　Arctic　Climate　|mpact　Assessment　(ACIA)
北 極 気 候 影 響 評 価
・　Arctic　COuncil
北 極 会 議
・　Arctic　Ocean　Science　Board　(AOSB)
北 極 海 洋 科 学 会 議
・　Census　Of　Marine　Life　(CoML)
海 洋 生 物 調 査
・　Commission　†or　the　GeOlogical　Map　of　the　WOrld　(CGMW)
世 界 地 質 図 委 員 会
・　Climate　and　Weather　Of　the　Sun-Earth　System　(CAWSES)
太 陽 地 球 系 気 候 と 気 象
・　Climate　of　the　Arctic　and　its　Role　fOr　Europe　(CARE)
北 極 気 候 と 欧 州 へ の 影 響
・　Committee　Of　Managers　of　National　Antarctic　PrOgrammes　(COMNAP)
南 極 観 測 実 施 責 任 者 評 議 会
・　European　Science　FoundatiOn　POIar　BOard　(ESF-EPB)
欧 州 科 学 財 団 極 地 評 議 会
・　European　Space　Agency　(ESA)
欧 州 宇 宙 局
・　Forum　of　Arctic　Research　Operators　(FARO)
北 極 研 究 主 宰 者 討 論 会
・　Global　Ocean　Observing　System　(GOOS)
地 球 規 模 海 洋 観 測 網
・　|nternational　Arctic　Science　Committee　(IASC)
国 際 北 極 科 学 委 員 会
・　lnternational　Council　for　Science　(ICSU)
国 際 科 学 会 議
・　InternatiOnal　Geosphere-Biosphere　Programme　(IGBP)
地 球 圏 ・生 物 圏 国 際 共 同 研 究 計 画
・　InternatiOnal　HeliOphysical　Year　(IHY)
国 際 太 陽 物 理 年
・　Inter-Governmental　Oceanographic　Commission　(10C)
政 府 間 海 洋 学 委 員 会
・　lnternational　Arctic　SOcial　Sciences　Association　(IASSA)
国 際 北 極 社 会 科 学 協 会
・　lnternational　Hydrographic　Organization　(IHO)
国 際 水 路 学 機 構
・　International　Permafrost　Association　(IPA)
国 際 凍 土 協 会
・　lnternational　Science　|nitiative　in　the　Russian　Arctic　(ISIRA)
ロ シ ア 北 極 国 際 科 学 主 導
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・　International　SOciety　fOr　PhOtOgrammetry　and　RemOte　Sensing　(ISPRS)
国 際 写 真 ・遠 隔 探 査 学 会
・　|nternatiOnal　UniOn　fOr　RadiO　Science　(URSD
国 際 電 波 科 学 連 合
・　International　Union　of　Geodesy　and　Geophysics　(IUGG)
国 際 測 地 学 ・地 球 物 理 学 連 合
・　International　Union　of　GeOlogical　Sciences　(IUGS)
国 際 地 質 科 学 連 合
・　NatiOnal　AerOnautics　and　Space　Administration　(NASA)
(合 衆 国)航 空 宇 宙 局
・　NatiOnal　OceanOgraphic　and　AtmOspheric　Administration　(NOAA)
(合 衆 国)海 洋 大 気 局
・　The　NOrwegian　Academy　of　Science　and　Letters
ノ ル ウ ェ ー 科 学 ・文 学 院
・　The　ROyal　Academies　for　Science　and　the　Arts　Of　Belgium
ベ ル ギ ー 王 立 科 学 ・芸 術 院
・　The　ROyal　Society　of　London
ロ ン ド ン 王 立 学 会
・　Scientific　COmmittee　on　Antarctic　Research　(SCAR)
南 極 科 学 委 員 会
・　Scientific　COmmittee　on　OceanOgraphic　Research　(SCOR)
海 洋 研 究 科 学 委 員 会
・　Scientific　Committee　on　SO|ar　Terrestrial　Physics-SOIar　Terrestrial　Physics　Programme　(SCOSTEP-STPP)
太 陽 地 球 間 物 理 学 科 学 委 員 会:太 陽 地 球 間 物 理 学 研 究 計 画
・　Surface　Ocean-Lower　AtmOsphere　PrOgramme　(SOLAS)
海 洋 表 面 ・下 部 大 気 研 究 計 画
・　United　States　Polar　Research　BOard　(PRB)
合 衆 国 極 地 研 究 評 議 会
・　United　Nations　Environment　Programme　(UNEP)
国 連 環 境 計 画
・　WOrld　Climate　Research　PrOgramme　(WCRP)
世 界 気 候 研 究 計 画
・　WCRP　 CIimate　and　Cryosphere　Programme　(CliC)
世 界 気 候 研 究 計 画:気 候 ・雪 氷 圏 研 究 計 画
・　WCRP　 Internationa|　PrOgramme　fOr　Antarctic　Buoys　(IPAB)
世 界 気 候 研 究 計 画:国 際 南 極 観 測 ブ イ 計 画
・　WCRP　 Southern　Ocean　Climate　Variability　PrOgramme　(SO　CLIVAR)
世 界 気 候 研 究 計 画:南 大 洋 気 候 変 動 研 究 計 画
・　World　MeteOrOIOgical　Organization　(WMO)




























北 極 南 極 積 雪 試 料 研 究
Antarctic　A tive　Layer　MOnitoring
南 極 活 動 層 監 視
Antarctic　Bed　Relief　and　Ice　Sheet
南 極 基 岩 形 状 と 氷 床
Arctic　Climate　lmpact　Assessment
北 極 気 候 影 響 評 価
Air　lce　Chemical　nteractions
大 気 氷 間 化 学 的 相 互 作 用
Arctic　MOnitoring　and　Assessment　Programme
北 極 監 視 評 価 計 画
Arctic　Ocean　Observing　System
北 極 海 洋 観 浪1」網
Arctic　Ocean　Science　BOard
北 極 海 洋 科 学 会 議
Arctic-Subarctic　Ocean　Fluxes
北 極 ・亜 北 極 間 海 洋 流 出 入
Arctic　Science　Summit　Week
北 極 科 学 首 脳 会 議 週
Antarctic　Treaty　Consultative　Meeting
南 極 条 約 協 議 国 会 議
AutonOmOus　Underwater　Vehicle
自 律 水 中 輸 送 機
Climate　of　the　Arctic　and　its　ROIe　fOr　Europe
北 極 気 候 と 欧 州 へ の 影 響
Climate　and　Weather　of　the　Sun　Earth　System
太 陽 地 球 系 の 気 候 と 気 象
Consultative　Forum
諮 問 討 論 会
Commission　for　the　Geological　Map　of　the　World
世 界 地 質 図 委 員 会
Climate　and　Cryosphere　PrOgramme
気 候 雪 氷 圏 研 究 計 画
WCRP　 CIimate　Variabi|ity　PrOgramme
世 界 気 候 研 究 計 画:気 候 変 動 研 究 計 画
COmmittee　on　Data　fOr　Science　and　TechnolOgy
科 学 技 術 資 料 委 員 会
Census　of　Marine　Life
海 洋 生 物 調 査
Committee　of　Managers　of　National　Antarctic　PrOgrammes
南 極 観 測 実 施 責 任 者 評 議 会
COoperative　Research　Centre


























資 料 ・情 報 事 業
Data　Policy　and　Management
資 料 基 本 方 針 と 管 理
Education　and　Outreach
教 育 と ア ウ ト リ ー チ
Evolutionary　Bio|ogy　in　Antarctica
南 極 進 化 生 物 学
Education,　Outreach　and　Communication
教 育,ア ウ ト リ ー チ,広 報
European　Polar　BOard
欧 州 極 地 評 議 会
European　Space　Agency
欧 州 宇 宙 局
European　Science　FOundation
欧 州 科 学 財 団
Forum　of　Arctic　Research　Operators
北 極 研 究 主 宰 者 討 論 会
Global　Change　Master　Directory
地 球 規 模 変 動 登 録 簿 原 本
Global　Digital　Sea　Ice　Data　Bank
地 球 規 模 デ ジ タ ル 海 氷 資 料 貯 蔵 所
The　GLOBE　educational　programme
地 球 教 育 計 画
Gbbal　Ocean　Observing　System
地 球 規 模 海 洋 観 測 網
Globa|　Positioning　System
全 地 球 測 位 シ ス テ ム
lnternational　Arctic　Science　Committee
国 際 北 極 科 学 委 員 会
lnternational　Arctic　Social　Sciences　Association
国 際 北 極 社 会 科 学 協 会
lnternational　Conference　on　Arctic　Research　P|anning
北 極 研 究 計 画 国 際 会 議
|nternational　Council　for　Science
国 際 科 学 会 議
lnternational　Globai　Atmospheric　Chemistry
国 際 地 球 規 模 大 気 化 学
international　Geosphere　Biosphere　Programme
地 球 圏 ・生 物 圏 国 際 共 同 研 究 計 画
lnternational　Geological　Correlation　PrOgramme
国 際 地 質 対 比 研 究 計 画
lnternational　Geophysical　Year
国 際 地 球 観 測 年
lnternationa日－lydrographical　Organisation
国 際 水 路 学 機 関
lnternational　Heliophysical　Year




























国 際 気 象 機 構
lnternational　Maritime　OrganizatiOn
国 際 海 事 機 関
Inter-Governmental　Oceanographic　Commission
政 府 間 海 洋 学 委 員 会
lnternational　Permafrost　Association
国 際 凍 土 協 会
lnternational　Programme　for　Antarctic　Buoys
国 際 南 極 観 測 ブ イ 計 画
lnternatiOnal　Programme　Office
国 際 プ ロ グ ラ ム ・オ フ ィ ス
lnternational　Polar　Year
国 際 極 年
InternatiOnal　Science　Initiative　in　the　Russian　Arctic
ロ シ ア 北 極 科 学 主 導
Information　Society　lnitlatives　n　Standardization
情 報 協 会 基 準 主 導
lnternational　Organization　for　Standardization
国 際 基 準 機 関
lnternational　Society　for　Photogrammetry　and　Remote　Sensing




国 際 測 地 学 ・地 球 物 理 学 連 合
International　Union　of　GeolOgical　Sciences
国 際 地 質 科 学 連 合
Joint　Committee
(IPYの た め のICSU・WMO)共 同 委 員 会
Joint　Committee　on　Antarctic　Data　Management
南 極 資 料 管 理 共 同 委 員 会
National　Aeronautics　and　Space　Administration
(合 衆 国)航 空 宇 宙 局
National　Committee
国 内 委 員 会
Natural　EnvirOnment　Research　Council
(連 合 王 国)自 然 環 境 研 究 評 議 会
National　Oceanographic　and　Atmospheric　Administration
(合 衆 国)海 洋 大 気 局
National　Science　Foundation
(合 衆 国)国 立 科 学 財 団
Planning　Group
計 画 グ ル ー プ
Principal　Investigator
研 究 代 表 者
Polar　Research　Board





















研 究 計 画 運 営 委 員 会
Remote　Operated　Vehicle
遠 隔 操 作 輸 送 機
Scientific　Committee　on　Antarctic　Research
南 極 科 学 委 員 会
Simple　Communications　Programming　Environment
単 純 通 信 計 画 環 境
Scientific　COmmittee　on　Oceanographic　Research
海 洋 研 究 科 学 委 員 会
Scientific　Committee　on　SOIar　Terrestrial　Physics
太 陽 地 球 間 物 理 学 科 学 委 員 会
Surface　Ocean　Lower　Atmosphere　Study
海 洋 表 面 下 部 大 気 研 究 計 画
Synoptic　Pan　Arctic　Climate　and　Environment
汎 北 極 気 候 環 境 梗 概
Solar　Terrestrial　Physics　PrOgramme
太 陽 地 球 間 物 理 学 研 究 計 画
United　Kingdom
連 合 王 国
United　Nations　Environment　Programme
国 連 環 境 計 画
United　Nations　Education,　Science　and　Culture　Organization
国 連 教 育 科 学 文 化 機 関
Union　for　Radio　Science








世 界 気 候 研 究 計 画
World　Meteorological　Organization
世 界 気 象 機 関
World　Ocean　Circulation　Experiment
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人種、国籍 、言語 、政治姿勢 、性別に関わりなく、す
べての科学者が国際的な科学的努力に参加することを
促進する。
科学界と政府 、市民社会 、民間部門との建設的な対話
を刺激すべく、独立した信頼すべき助言を提供する。
ICSU
51,　boulevard　de　MOntmOrency
750　16　Par|s,　France
Tel+33(0)145250329
Fax+33(0)142889431
SeCretanat@1CSU　Org
WWW.iCSU.org
